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1 

1. はじめに 

国立研究開発法人*
0F0F0F0F0F

1日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）幌延

深地層研究センターでは、原子力発電に伴って発生する高レベル放射性

廃棄物を安全に地層処分するための基盤的な研究開発として、平成13年3

月より、北海道の幌延町において幌延深地層研究計画（堆積岩を対象とし

た深地層の研究施設計画）を進めています。幌延深地層研究計画は、実際

の地層処分事業とは明確に区別することを前提に、堆積岩を対象とした

深地層の科学的な研究（地層科学研究）および地層処分技術の信頼性向上

や安全評価手法の高度化に向けた研究開発（地層処分研究開発）を行うも

のです。また、本計画では、「地上からの調査研究段階（第1段階）」、「坑

道掘削（地下施設建設）時の調査研究段階（第2段階）」、「地下施設での調

査研究段階（第3段階）」の3つの調査研究段階に分けて進めることとして

います。 

平成26年4月に閣議決定された「エネルギー基本計画」では、「高レベル

放射性廃棄物の問題の解決に向け、国が前面に立って取り組む必要があ

る」との考え方が示され、そのために「地層処分の技術的信頼性について

最新の科学的知見を定期的かつ継続的に評価・反映する」ことが示されま

した。これを踏まえて、文部科学省、経済産業省および原子力規制委員会

により「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が達成すべき業務運

営に関する目標（中長期目標）*
1F1F1F1F1F

2」（以下、第3期中長期目標*
2F2F2F2F2F

3）が定めら

れ、この第3期中長期目標を達成するために、「国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構の中長期目標を達成するための計画（中長期計画）（平成

27年4月1日～令和4年3月31日）」（以下、第3期中長期計画）を策定しまし

た。第3期中長期計画中の幌延深地層研究計画における研究開発としては、

 
*1：独立行政法人通則法の改正（平成 27 年 4月 1日施行）により新たに設定された分類のひとつで、研究開発に

係る業務を主要な業務として、中長期的（5～7 年）な目標・計画に基づき行うことにより、我が国の科学技術

の水準の向上を通じた国民経済の発展その他の公益に資するため研究開発の最大限の成果を確保することを目

的とする法人に対する名称です。原子力機構は平成 27 年 4 月 1 日に「独立行政法人日本原子力研究開発機構」

から「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構」に名称変更しています。 

*2：原子力機構は、原子力基本法第2条に規定する基本方針に基づき、我が国における原子力の研究、開発および

利用を計画的に遂行するために原子力委員会が定める基本的考え方に則り、その業務を総合的、計画的かつ効

率的に行うことが定められています。中長期目標はこれを踏まえ、文部科学省、経済産業省および原子力規制委

員会が、独立行政法人通則法第29条の規定に基づき定めた目標です。 

*3：第3期中長期目標の期間は、平成27年4月1日～令和4年3月31日の7年間です。 
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「実際の地質環境における人工バリア*
3F3F3F3F3F

4の適用性確認、処分概念オプショ

ンの実証、地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証に重点的に取り組

む。また、平成31年度末（令和2年3月末）までに研究終了までの工程やそ

の後の埋め戻しについて決定する。」としていました。 

これに基づき、幌延深地層研究センターでは、平成 27 年度以降、第 3

期中長期計画で重点的に取り組むとした 3 つの課題（以下、必須の課題）

に重点を置いた研究開発を進めてきました。平成 30 年度には、研究開発

成果の取りまとめに着手するとともに、研究開発の進捗状況等について

外部専門家による評価を受け、必須の課題の成果について取りまとめた

報告書(
57F57F57F

1)を公開しました。そして、これまでの研究の成果や外部委員会の

評価、国内外の状況を踏まえて検討した結果、研究の継続が必要となった

ことから、令和元年 8 月 2 日に「幌延町における深地層の研究に関する

協定書」（以下、三者協定）に基づき、北海道および幌延町に「令和 2 年

度以降の幌延深地層研究計画（案）」について協議の申し入れを行いまし

た。その後、三者協定に基づき北海道および幌延町により設置された「幌

延深地層研究の確認会議」（以下、確認会議）において、研究の必要性や

妥当性、三者協定との整合性を論点とした内容の精査が行われ、北海道お

よび幌延町により「令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画（案）」が受け

入れられ、原子力機構は「令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画」を策定

しました。原子力機構は、これらの研究課題については、令和 2 年度以

降、第 3 期および第 4 期中長期目標期間を目途に取り組みます*
4F4F4F4F4F

5。その上

で、国内外の技術動向を踏まえて、地層処分の技術基盤の整備の完了が確

認できれば、埋め戻しを行うことを具体的工程として示します。また、こ

れまでと同様に三者協定の遵守を大前提に、放射性廃棄物を持ちこむこ

とや使用することなく、また最終処分場とはせずに、安全を最優先に研究

を進めます。さらに、研究開発を進めるにあたっては、当初の計画の研究

対象の範囲内において、国内外の資金や人材を活用することを検討しま

す。 

 
*4：ガラス固化体、オーバーパックおよび緩衝材からなる地層処分システムの構成要素のことで、高レベル放射性

廃棄物が人間の生活環境に影響を及ぼさないようにする障壁として、工学的に形成するものです。 

*5：令和 2年度以降の研究期間は 9年間であり、その期間を通じて必要な成果を得て研究を終了できるように取

り組むこととしています（https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/press/31/press_1206.html）。 
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なお、その後に行われた第3期中長期計画の改定において、「令和2年度

以降においては、研究終了までの工程やその後の埋め戻しについて定め

た「令和2年度以降の幌延深地層研究計画」に基づき、実際の地質環境に

おける人工バリアの適用性確認、処分概念オプションの実証および地殻

変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証を進める。」と追記しています。 
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2. 令和元年度の主な調査研究の成果 

令和元年度は、「幌延深地層研究計画 平成31年度調査研究計画」(
48F48F58F58F58F

2)に

したがって、第3期中長期計画に掲げた必須の課題に関わる調査研究およ

び地下施設の維持管理などを実施しました。 

調査研究では、必須の課題に重点的に取り組むとともに、必須の課題に

関わる調査研究の基礎情報となる坑道周辺の掘削影響領域を含む地質環

境特性の長期的な変化や地質環境情報に関するデータの取得などを継続

しました（図 1）。以下に調査研究の概要を示します。 

 

 

図 1 令和元年度の主な調査研究 

 

実際の地質環境における人工バリアの適用性確認については、実際の

地質環境において人工バリアや周辺岩盤中での熱－水理－力学－化学連

成挙動*
5F5F5F5F5F

6や物質の移行挙動などを計測・評価する技術の適用性を確認し、

地層処分事業における精密調査段階の後半に必要となる技術基盤の確立

 
*6：地下環境に設置された廃棄体の周辺の緩衝材や岩盤には、廃棄体からの熱、地下水との反応、岩盤から（また

は岩盤へ）作用する応力、化学的な変化（緩衝材中の間隙水の水質の変化）などによる影響が想定されていま

す。実際の処分環境では、これらの影響が複合的に発生すると考えられ、その挙動を、熱－水理－力学－化学連

成挙動と呼んでいます。 
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を目的として、深度350m調査坑道での人工バリア性能確認試験を継続し、

オーバーパック腐食試験および原位置トレーサー*
6F6F6F6F6F

7試験を実施していま

す。令和元年度は、人工バリア性能確認試験において、地下水の浸潤状況、

温度、応力、化学特性などに関する計測を継続するとともに、試験エリア

の逸水を抑制するためグラウトを実施しました。また、減熱試験を開始し

た場合の緩衝材の状態に関して連成解析を実施しました。オーバーパッ

ク腐食試験については、試験体から回収した腐食センサーの腐食生成物

の分析を実施しました。また、健岩部および割れ目を対象として実施した

トレーサー試験について、モデル化/解析手法の検討を継続しました。 

処分概念オプションの実証については、人工バリアの設置環境の地質

環境条件や深度依存性*
7F7F7F7F7F

8を考慮しつつ、種々の処分概念オプションの工学

的実現性を実証することを目的として、多様な地質環境条件に対して柔

軟な処分場設計を行うことを支援する技術オプションの整備を進めてい

ます。令和元年度は、人工バリアの定置・品質確認などの実証試験の 1 つ

として、公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター（以下、原

環センター）*
8F8F8F8F8F

9との共同研究で進めている地下環境での搬送定置・回収技

術に関する研究において、隙間充填材の除去技術および模擬廃棄体の回

収技術の実証試験を実施しました。 

地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証については、堆積岩が有す

る地震・断層活動などの地殻変動に対する力学的・水理学的な緩衝能力を

評価し、堆積岩地域における処分場の立地選定や設計を、より科学的・合

理的に行うための技術と知見を整備しています。令和元年度は、断層の透

水性と岩石の強度・応力状態との関係の解明を目指した研究を継続しま

した。 

必須の課題に関わる調査研究における基礎情報として、既存のボーリ

ング孔などにおける地下水の圧力や水質の観測、地下施設での調査研究

 
*7：地下水の流れの方向や流れる時間などを調べるために、地下水に目印として混ぜる染料やその他の薬品を指

します。重水や蛍光染料（ウラニンなど）、非放射性セシウムやユウロピウムなど、多種のトレーサーがありま

す。幌延深地層研究計画では放射性物質を利用したトレーサー試験を行うことはありません。 

*8：ここでは、深さによって地質環境条件などが変化していくことを意味しています。一般的に地下深くなるほど

温度が高くなり、地圧や水圧が高くなるなどの変化が認められています。 

*9：公益財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センターは、放射性廃棄物処理処分の専門研究機関として設立

されました。現在は、原子力発電環境整備機構(NUMO)を通して積み立てられる最終処分積立金の管理などを行

う資金管理業務も実施しています。 
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で使用するための調査技術や調査機器の開発を継続し、地質環境を推定

するための手法について、信頼性の向上を図りました。さらに、坑道を掘

削した後の岩盤と支保の長期挙動の把握や地下施設の耐震安定性に関す

る評価を行い、地下施設設計の妥当性の検証を継続しました。 

研究所用地内の主な施設と観測装置の配置を図 2 に示します。また、

幌延町内で実施している調査研究に関わる主要なボーリング調査や観測

地点などの位置を図 3 に、深度 350m 調査坑道における主な調査研究の実

施場所を図 4 に示します。 

 

 

図 2 研究所用地における主な施設と観測装置の配置 
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図 3 ボーリング孔の位置および観測装置の設置場所 

 

 

図 4 深度 350m 調査坑道における主な調査研究の実施場所 
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地下施設の維持管理としては、施設内の機械設備や電気設備などの維

持管理業務（保守点検や修繕など）を引き続き実施するとともに、地下施

設からの排水および掘削土（ズリ）置場の浸出水を、排水処理設備におい

て適切に処理したうえで天塩川に放流しています。また、平成 31 年 4 月

9 日に発生した火災について原因究明を行い、再発防止策として設備の改

造とともに点検項目の追加等の対策を行いました。 

幌延深地層研究計画の成果は、原子力機構の核燃料サイクル工学研究

所などの成果とあわせて、一連の地層処分技術として、処分事業や安全規

制に適宜反映していきます。そのため、令和元年度も国内外の研究機関と

の連携を図るとともに、大学などの専門家の協力を得ながら、本計画を着

実かつ効率的に進めました。また、研究開発業務の透明性・客観性を確保

する観点から、研究計画から成果までの情報を国内外の学会や学術誌な

どを通じて広く公開するとともに、ホームページ*
9F9F9F9F9F

10などを活用した情報

発信を継続しました。参考資料として、巻末に令和元年度の外部発表実績

を掲載しました。 

  

 
*10：http://www.jaea.go.jp/04/horonobe/ 
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3. 地層科学研究 

3.1 地質環境調査技術開発 

3.1.1 地質環境モデルに関する調査・解析技術の開発 

(1) 地質構造 

ボーリング調査や坑道掘削時の壁面観察において取得した地質データ

に基づき、地層および断層・割れ目の空間的な分布に関する特徴を整理し

て、地質構造の概念や坑道周辺の地質構造モデルの更新を進めています。 

地下施設周辺の稚内層には、層理面に平行な断層（以下、層面断層）と

それに斜交する断層（以下、斜交断層）が分布しています(
49F49F59F59F59F

3),(
50F50F60F60F60F

4)。そのう

ち斜交断層は水みちとして機能することが示唆されており、稚内層の水

理学的特性は多孔質媒体のみならず亀裂性媒体としての特性も有してい

ます(
51F51F61F61F61F

5),(
52F52F62F62F62F

6)。すなわち、水みちとなる断層の分布が地層の透水不均質性に

影響しており、そのような場をモデル化する場合、亀裂ネットワークモデ

ル（以下、亀裂モデル）も選択肢の1つとなります。亀裂モデルにおける

個別の亀裂の空間分布は、調査データから同定された割れ目特性データ

の統計的分布に基づき確率論的に表現することもできます。亀裂の空間

分布がランダムであり、亀裂の形状が一様かつ亀裂同士の切断関係を考

慮しないと仮定すると、亀裂の空間分布のモデル構築に必要となるのは、

方位分布、亀裂の三次元密度および半径分布であり、これまでボーリング

調査や坑道壁面の地質観察により取得される地質データに基づき検討さ

れてきました(
53F53F63F63F63F

7)。また、亀裂モデルを水理解析に用いる場合には、亀裂の

水理特性を設定する必要があります。そこで令和元年度は、稚内層浅部に

分布する斜交断層を対象として、亀裂の透水量係数分布を検討しました。 

図 5に、検討の際に実施した亀裂モデルでの水理解析の概念を示しま

す。解析には、米国Golder社が開発したソフトウェアであるFracMan®を使

用しました。一辺200 mの立方体内に亀裂モデルを構築するとともに、そ

の中心に長さ100 mの鉛直の試験区間（ボーリング孔）を配置し、試験区

間を注入区間、また、モデル領域の外側の6面を流出面とした仮想水理試

験を行いました。そして、仮想水理試験の結果として、鉛直の試験区間と

交差するそれぞれの亀裂の透水量係数を求めました。亀裂モデルは、平成

29年度に検討した亀裂特性(方位分布、亀裂の三次元密度、半径分布)(7)を
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用い、亀裂の透水量係数分布は変動値として構築しました。稚内層浅部に

分布するそれぞれの斜交断層の透水量係数にはばらつきがあり、本検討

の亀裂モデルでは、そのばらつきが対数正規分布に従うと仮定していま

す。その場合、亀裂の透水量係数分布として対数平均値と対数標準偏差を

設定します。今回の仮想水理試験では、対数平均値を5.1から6.2、対数標

準偏差を0.5から2.0の範囲でそれぞれ0.1間隔で変動させ、合計192通り

の亀裂の透水量係数分布を設定しました。亀裂モデルは、確率論的に構築

されるモデルであるため、サイコロを振って異なる数字が出ることと同

様に、同じ亀裂の透水量係数分布であっても構築毎に異なる亀裂配置の

モデルが構築されます。そのため、1つの亀裂の透水量係数分布に対して

100リアライゼーションの亀裂モデルを構築し、100回の仮想水理試験を

実施しました。解析結果としては、試験区間において透水に寄与する亀裂

が交差する箇所（流出点）の透水量係数が得られます。図 6に実測値と解

析値の比較を示します。実測値としては、地上からのボーリング調査にお

いて実施された流体電気伝導度検層（Flowing Fluid Electric 

Conductivity logging：FFEC検層）（HDB-11(54F54F64F64F64F

8)、PB-V01(55F55F65F65F65F

9)、SAB-2(56F56F66F66F66F

10)）に

おいて取得されたボーリング孔内における流入出点の透水量係数を用い

ることとし、3つのボーリング孔で35箇所の流入出点が観測されています。

比較には、透水量係数が高い方からカウントした累積頻度を用いており、

100回分の仮想水理試験の累積頻度を、実測である3孔のFFEC検層におけ

る稚内層浅部の区間長の合計に合うように正規化しました。そして、比較

の結果、最も誤差が小さくなる亀裂の透水量係数分布を抽出しました。な

お、FFEC検層から取得された流入出点が仮想水理試験の試験区間と交差

する個々の斜交断層に対応すると仮定しました。一方、解析値については、

100回分の仮想水理試験の結果をプロットしていますが、図 6の（A）に

は、同じ対数標準偏差1.5の場合における対数平均値-5.1、-5.5、-5.9の

3つの解析値をプロットしています。一方、図 6の（B）には、同じ対数平

均値-5.5の場合における対数標準偏差1.0、1.5、2.0の3つの解析値をプロ

ットしています。対数標準偏差は透水量係数のばらつきの大小を表して

おり、その値が小さいほど、ばらつきは小さくなります。すなわち、対数

標準偏差が小さいほど、透水量係数の分布の範囲が狭くなるので、解析値
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のプロットは対数標準偏差が小さいほど傾きが大きくなっています。実

測値と解析値の比較の際には、実測値がプロットされる透水量係数の範

囲において比較することとし、実測値の回帰直線と解析値の差の二乗平

均平方根（Root Mean Square Error: RMSE）を算出し、その値が最も小さ

くなる時、実測であるFFEC検層の結果を最も再現する亀裂の透水量係数

分布とすることにしました。図 7に、仮想水理試験を実施した対数平均

値と対数標準偏差の組合せと、その場合のRMSEの一覧を示します。すべて

の組合せの仮想水理試験を実施した結果、対数平均値が-5.5、対数標準偏

差1.5の時に最もRMSEが小さくなりました。 

上記のように、本検討では、亀裂モデルにおいて表現される個々の亀裂

に対して水理特性をどのように設定するのかを、稚内層浅部に分布する

斜交断層を対象として検討しました。その結果、水理特性として実測デー

タであるFFEC検層の結果を再現できる亀裂の透水量係数分布を設定する

ことができました。 

 

 
図 5 亀裂ネットワークモデルを用いた水理解析の概要 

一辺 200 m の立方体をモデル領域とし、その中心に 100 m の鉛直の試験区間（ポーリング孔）が

配置されています。この解析は、フローログ検層の解析的なシミュレーションです。試験区間を

注入区間（水頭 1 m）として、6 つの外側境界面（水頭 0 m）に向けて地下水を流し、試験区間と

亀裂が交差する位置すなわち流出点の個々の流量を取得します。その流量から個々の流出点の透

水量係数を算出します。 
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図 6 実測値と解析値の比較 

（A）と（B)ともに、横軸は亀裂の透水量係数であり、大小を反転させています。また、黒い四角

のプロットは、3 つのボーリング孔（HDB-11、PB-V01、SAB-2）の FFEC 検層の結果を示していま

す。（A）の図では、いずれも対数標準偏差が 1.5 の場合に、3 つの異なる対数平均値の解析値をプ

ロットしています。（B）の図では、いずれも対数平均値が-5.5 の場合に、3 つの異なる対数標準

偏差の解析値をプロットしています。 

 

 
図 7 実測値と解析値との誤差（RMSE）一覧 

亀裂ネットワークモデルの亀裂の透水量係数分布は正規分布を仮定し、対数平均と標準偏差が設

定されており、それらの組合せとそれぞれの誤差（RMSE）を示しています。 

 

(2) 岩盤の水理 

必須の課題の1つである「地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証」

の一環として、断層の透水性と岩石の強度・応力状態との関係性の解明を

目指した研究を行うとともに、断層のせん断*
10F10F10F10F10F

11変形が断層の水理特性に

与える影響を確認することを目的とした、通常よりも高い注入圧を用い

 
*11：岩盤などの内部の任意の面に対して平行方向に力が作用してずれが生じることをいいます。 
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た透水試験（水圧擾乱試験）を行っています。断層の透水性と岩石の強度・

応力状態との関係性については、これまでにダクティリティインデック

ス（DI）*
11F11F11F11F11F

12という岩石の強度・応力状態を表す指標を用いた検討を行って

きており、断層帯中の割れ目がとり得る透水性の上限値はDIを用いた経

験式によって予測可能であることが様々な地域の岩種を対象とした検討

により明らかとなってきています（
57F57F67F67F67F

11）（図 8）。このような経験式は、地

殻変動（断層運動や隆起侵食）を考慮した断層の透水性の将来予測に直接

活かすことが期待できるため、この経験式の信頼性をさらに高めておく

必要があります。水圧擾乱試験はこの経験式の妥当性の検証も兼ねて行

うものであり、断層内の水圧を人工的に上昇させることによって断層内

にせん断変形を誘発させ（図 9右図）、それによる透水性の変化を計測す

ることにより、断層のずれによって透水性がどの程度上昇し得るかを確

認するものです。しかし、試験中の断層のずれをどのように計測するかが

技術的な課題となっています。 

令和元年度は、平成30年度に東立坑底盤ボーリング孔（図 9左図）にて

実施した水圧擾乱試験（深度約500 m）の結果を用いて、今回新たに開発

した水圧擾乱試験中の断層変位量の算出方法（3.1.2(1)参照）の適用性を

確認しました。同試験では、高圧注水中に急激な水圧低下をもたらすせん

断破壊が断層沿いに生じたことがこれまでの検討で把握できていました

が（図 10下図）、このせん断破壊時に、試験区間が数cmほど短縮したこと

が今回の検討により明らかになりました（図 10上図）。この試験区間の

短縮は断層の上盤側が下方にずれたことにより発生したものであり（断

層面の傾斜角は水平面から71度）、上記のせん断破壊のイベントを境に、

小さな水圧変化でも断層が敏感に動くようになりました（図 10）。この

せん断破壊のイベントの前後で、試験区間の水圧と断層のせん断変位量

および水理開口幅*
12F12F12F12F12F

13との関係性を整理すると、図 11のように示されます。

図 11上図から、区間水圧が4.4～5.1 MPaの低圧時*
13F13F13F13F13F

14に、せん断破壊の前

 
*12：岩石の強度・応力状態を示すために新たに定義した指標であり、この値が高いほど、岩石は見かけ上、やわ

らかくなります。岩盤にかかる平均有効応力（岩石に実際にかかる平均的な負荷応力）をその健岩部の引張強度

（岩石の引っ張り破壊に対する強度）で除した値で定義されます。 

*13：亀裂の透水性を実際に支配する開口幅であり、亀裂面が平坦であると仮定して算出します。 

*14：亀裂の開口幅は水圧が上昇するとせん断変位に関係なく開口し始めるので、この影響を除くため、水圧の

低い段階に着目して検討を行っています。 
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はせん断変位量が0 mmでしたが、せん断破壊後は数mm以上のせん断変位

が生じていた（残っていた）ことが確認できます。この時に、水理開口幅

はせん断破壊の前後で変化しなかった、あるいはせん断破壊後の方がわ

ずかに小さくなったことが図 11下図から確認できます。したがって、数

mm以上のせん断変位によって断層の水理開口幅が増加しなかったことが

示されます。数mmのせん断変位は、今回試験を行った断層の水理開口幅が

数十μmである（図 11下図）ことを考慮すると、せん断変位による水理開

口幅の変化を議論する上では十分に大きな変位量であると言えます。 

せん断変位によって断層の水理開口幅が増加しなかった（透水性が上

昇しなかった）結果は、同断層の試験開始時の透水性（図 12の初期状態）

が既にDIの経験式が示す上限の範囲に達していた（図 12）ことと整合的

であり、既に過去の断層変位によって十分に透水性が上昇しきっていた

ことが考えられます。また、試験中、水圧上昇に伴って、有意な水理開口

幅の増加が認められましたが（図 11下図）、これは水圧上昇に伴って通

常起こり得る断層の垂直的な開口変位を示しており、これによる透水性

の上昇もDIの経験式が示す上限の範囲内に収まっていることが確認でき

ます（図 12）。 

今回の試験で与えた水圧上昇量は、隆起侵食に伴う封圧低下量に換算

すると*
14F14F14F

15、概ね150 m～200 mの隆起侵食量に相当します。すなわち、深度

500 mから深度300 mに隆起すると図 12に示すような断層の透水性の上昇

が生じ得る可能性が指摘できるとともに、断層運動や隆起侵食が起こっ

ても断層の透水性がDIの経験式の範囲を超えて有意に上昇することはな

いことが指摘できます。 

 
*15：断層面には周囲の地圧によりその面を閉じようとする力が常に掛かっており、隆起侵食に伴う上載物の除

去によって周囲の地圧が低下すると、その面を閉じようとする力も弱まり、断層面は徐々に開き始めます。こ

の断層面を閉じようとする力が弱まる現象は、断層内の水圧を上昇させることによっても再現することがで

き、両者は力学的に等価な現象と考えられています。 
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図 8 断層帯中の割れ目（もしくは単独のせん断割れ目）がとり得る透

水性の上限値と DI の関係（
58F58F68F68F68F

12） 

 

 
図 9 試験孔の位置（左図）と水圧擾乱試験の概念（右図） 
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図 10 水圧擾乱試験中の試験区間の短縮量（上図）と水圧および注入

流量（下図） 

 

 
図 11 水圧擾乱試験中の区間水圧と断層のせん断変位量（上図）およ

び水理開口幅（下図） 
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図 12 水圧擾乱試験中の断層の透水量係数と DI 

 

地下施設からの湧水（排水）に伴う周辺地層の水圧変化を把握するため

に、HDB孔およびPB-V01孔に設置したモニタリング装置による地下水の間

隙水圧の観測を行っています。令和元年度は平成30年度に引き続き、換気

立坑から160.5 m離れたHDB-6孔の稚内層中の断層区間の水圧観測データ

を用いて、地層の巨視的な透水性の検討を行いました。図 13に示すよう

に、同孔では、換気立坑が稚内層に到達した際に発生した顕著な湧水量増

加以来、稚内層の浅部の観測点（深度296 m、369 m、447 m）で有意な水

圧低下が認められています。一方で、稚内層の深部の観測点（深度565 m）

では、浅部に認められるような有意な水圧低下は認められていません*
14F14F15F15F15F

16。

なお、平成28～30年度までの一部のデータの乱れについては、平成30年度

に孔内モニタリング装置内の地層の水圧とは直接関係のない部分の水の

入れ替えを実施したところ、データの乱れは解消され*
16F16F16F

17、令和元年度にお

いては同年12月に発生した宗谷地方北部で起こった地震の影響による水

圧上昇が観測されたものの、1年以上にわたって水圧低下が発生していな

いことを確認することができました（図 13下図）。 

図 13に示される稚内層の浅部と深部の水圧応答の違いを透水試験の

結果や水圧・水質分布の検討から推定されている既存の水理地質構造モ

デル（
59F59F69F69F69F

13）と比較すると、両者は整合的であることが指摘できます。すなわ

 
*16：断層のない区間でも同様の傾向が認められています。 

*17：部品を交換しても不具合が解消されない状態が続いていましたが、平成 30 年度に孔内モニタリング装置内

に残っていた塩分濃度の高い地下水を清水に入れ替えたところ、不具合が解消されました。 
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ち、坑道周辺の稚内層浅部は断層同士が水理学的に連結しているために

水圧応答が良い一方で、稚内層深部は断層同士の水理学的連結性が限定

的であるために水圧応答が悪いと解釈することができます。このことを

解析的に検証するために、令和元年度は平成30年度に引き続き、地下水の

浸透流解析（地下水の流れのシミュレーション）を行いました。その結果、

稚内層深部の透水係数が1×10-10 m/s以上だと深部でも水圧低下が起こり、

透水係数が1×10-11 m/s以下だと水圧低下が起こらない結果が得られまし

た。この結果は、稚内層深部の巨視的な透水性が非常に低いことを示唆し

ており（健岩部と同程度）、これまでの検討により構築した、地上からの

ボーリング調査により水理学的に閉鎖的な環境領域を特定する方法(13)の

妥当性を支持すると言えます。 

 

 
図 13 地下施設からの湧水量（上図）と HDB-6 孔の稚内層における断

層区間の水圧観測結果（下図）（2006/11/19～2020/3/24 のデータ） 
下図で水圧が急激に変化している箇所は装置の不具合による変動と考えられます。2019年12

月12日に深度296mおよび深度369mにて急激な水圧上昇が観測されていますが、これらは同日

の宗谷地方北部で起こった地震の影響によるものと考えられ、類似する水圧上昇が2011年3

月11日の東北地方太平洋沖地震でも確認されています（図中の▼）。このような水圧上昇

は、観測区間周辺で地下水の流れが何らかの原因で一時的に滞ると発生し得ます。 
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図 14 地下施設からの湧水に伴う HDB-6 孔の水圧変化の解析結果 

湧水（揚水）箇所は換気立坑の深度250m（稚内層の初出深度）とし、湧水（揚水）量は70 

m3/日で一定と仮定。声問層および稚内層浅部の透水係数はそれぞれ5×10-9（m/s）および2

×10-8（m/s）と設定し、稚内層深部の透水係数の設定は図中に示す通り。貯留性は健岩部と

同程度に設定。 

 

地下施設の深度350m調査坑道において、坑道掘削によって周辺岩盤に

形成される掘削損傷領域の割れ目の透水性を予測するためのモデル開発

を行っています。令和元年度は、掘削損傷領域の割れ目の開口幅を把握す

るために、低圧・低粘性で樹脂を注入した掘削損傷領域から採取したボー

リングコアの詳細な観察を行いました（
60F60F70F70F70F

14）。予め樹脂（蛍光剤添加）を割

れ目内に浸透させ、割れ目を固化させた状態でコア採取することにより、

原位置での開口幅を保った割れ目を観察することが可能となります。樹

脂が浸透した割れ目の開口幅を紫外線照射下で計測した結果、孔口から

0.3 mの範囲では割れ目の開口幅が1 mmに及ぶ一方、孔口から0.3 m以深

では最大でも0.2 mm程度であることが分かりました（3.1.2(4)参照）。 

 

(3) 地下水の地球化学 

第1段階の調査結果から推定した坑道周辺の地下水の水質分布とその

形成プロセスを確認するとともに、地下施設の建設に伴う坑道周辺の地

下水の水質変化を把握するための調査・解析技術の開発を行っています。
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このため、坑道内で採取した地下水のpHや電気伝導度*
15F15F17F17F17F

18、酸化還元電位*
16F16F18F18F18F

19

などの物理化学パラメータを測定するとともに、採取した地下水の水質

分析を実施し、その変化をモニタリングしています。 

令和元年度は、平成30年度に引き続き、換気立坑および東立坑の壁面に

設置した集水リング*
17F17F19F19F19F

20や、坑道内で掘削したボーリング孔から採取した

地下水の水質分析を行いました。図 15に、これらの地点から採取した地

下水の塩分*
18F18F20F20F20F

21の経時変化を示します。集水リングで採取された地下水（図

中で○印のデータに相当）では、坑道内から掘削されたボーリング孔から

採取された地下水（図中で□印のデータに相当）に比べて塩分の変動が大

きいことが分かります。これは、主に集水リングとボーリング孔とでの地

下水の採取方法の違いによるものと考えられます。また、集水リングで採

取された地下水の中では、深度100 m～200 m程度の位置で採取された地

下水の多く（例えば、WR-V-98.0、WR-V-133.8、WR-V-168.0、WR-E-169.0、

WR-E-202.0）で、相対的に塩分の変動が大きい傾向が認められます。この

うちWR-V-98.0、WR-V-133.8、WR-V-168.0では、平成26年度以降、塩分が

低下する傾向が認められます。これは、平成30年度にも検討したように、

立坑を通じて塩分が低い浅部地下水の引き込みが生じ、相対的に深部に

位置する塩分の高い地下水と混合していることによると考えられます。 

また、深度350m調査坑道で行われている人工バリア性能確認試験の試

験箇所周辺のボーリング孔から採取した地下水の水質分析結果を、図 16

に整理しました。試験坑道4は平成25年度に掘削され、平成26年度に人工

バリアを埋め戻したのちに人工バリア性能確認試験が開始されています。

平成28年度より試験箇所に対する注水量が増加され、また令和元年度は、

試験坑道4周辺にグラウトが実施されました。しかし、試験坑道4周辺のボ

ーリング孔（13-350-C05、13-350-C09）では、これらに関連するような塩

分の変化は認められませんでした。また、深度350m調査坑道の他のボーリ

 
*18：電気の通しやすさを表す値で、電気伝導度が大きい(電気を通しやすい)ほど地下水に溶けているイオンの量

が多いことを表します。 

*19：地下水の酸化還元状態を表します。酸化還元電位が低い地下水ほど、含まれる酸素が少なく還元状態である

ことを表します。 

*20：立坑内で、坑壁から染み出した地下水を回収・採取するために、立坑壁面に 30～40 m ごとに設置されている

設備です。 

*21：ここでは、地下水 1L に溶けているナトリウムイオン、カリウムイオン、マグネシウムイオン、カルシウムイ

オン、塩化物イオン、硫酸イオンの総重量を差します。 
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ング孔（13-350-C06、14-350-C04）に関しても、令和元年度まで塩分の大

きな変化は認められていません。 

 
 

図 15 坑道内で採取した地下水の塩分の経時変化 
図中の“V”および“E”はそれぞれ“換気立坑”と“東立坑”を、“WR”は集水リングを表

しています。V または E のうしろの数字は深度(m)を表しています。また、○は集水リング、

□は坑道内で掘削したボーリング孔から採取した地下水のデータを表しています。 
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図 16 深度 350m 調査坑道のボーリング孔における地下水の塩分の経時

変化 

 

幌延の地下水には比較的多くの有機物が溶存しており、元素の移動性

に影響を与える可能性があるため、その特性を評価するための研究を行

っています。令和元年度は、樹脂に対する吸着しやすさの違いを利用して

有機物を分画する手法を、幌延の地下水に適用しました。その結果、図 17

に示すように、深度140m調査坑道（08-E140-C01）および深度250m調査坑

道（09-V250-M02）から採取した地下水では、有機物の約60 %が腐植物質*
20F20F21F21F21F

22、

約10 %が疎水性中性物質*
21F21F22F22F22F

23、約30 %が親水性物質*
22F22F23F23F23F

24から構成されること

が分かりました。また、深度350m調査坑道（13-350-C06）から採取した地

下水では約50 %が腐植物質、約10 %が疎水性中性物質、約40 %が親水性

物質からなり、腐植物質の割合がやや低いことも明らかになりました。各
 

*22：ある条件下で樹脂に吸着した物質のうち、アルカリ性溶液で溶出される物質群です。特定の化学構造をも

ちません。 

*23：ある条件下で樹脂に吸着した物質のうち、アルカリ性溶液で溶出されなかった物質群です。炭化水素や脂

質などを含みます。 

*24：ある条件下で樹脂に吸着しなかった物質群です。多糖類、タンパク質などを含みます。 
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深度の地下水中の腐植物質の割合については、既往の研究結果(
61F61F71F71F71F

15)ともお

おむね整合することが確認されました。なお、以上の成果は、国立環境研

究所との共同研究により得られたものです。 

 

 
図 17 地下水中の有機物の構成割合 

 

これまでの幌延深地層研究計画における有機物の研究は、大部分が地

下水中に溶存している有機物に着目したものでした。しかし、国外の堆積

岩地域では、岩石中の空隙に捕捉されていたり、岩石の表面に吸着してい

たりする有機物に着目した研究も行われています。このような有機物は、

たとえば地下水の水質が変化したり、岩石中の地下水の流れが変化した

りすることで地下水に溶存し、元素の移動性に影響を与える可能性が考

えられます。また、地層処分研究において必要となる有機物－放射性核種

－岩石の相互作用に関するモデル構築にあたっても、このような岩石か

ら溶出し得る有機物の特性評価は重要です。 

令和元年度は、岩石から溶出し得る有機物の特性評価に関する予察的

な検討を行いました。深度350m調査坑道から採取した岩石を超純水に入

れて振り混ぜ、ろ過した溶液の蛍光特性*
23F23F24F24F24F

25を、平成30年度までに分析し

た地下水の蛍光特性(
62F62F72F72F72F

16)と比較しました。その結果、両者は形状が類似す

るもののピーク位置にわずかな違いが見られることから、含まれる有機

物の分子構造がやや異なることが示唆されました（図 18）。一方、岩石か

ら溶出する有機物の分子量分布を測定したところ、分子量のピークは深

度350 mの地下水の測定値(16)と同程度であることが分かりました。 

 
*25：蛍光とは、ある物質がある波長の光を吸収し、それとは異なる波長の光（蛍光）を発する現象のことで

す。地下水中の有機物、特に腐植物質の分子は蛍光を発する特徴をもち、その蛍光特性は分子構造の違いによ

り異なります。 

08-E140-C01 09-V250-M02 13-350-C06 

腐植 
物質 

疎水性 
中性物質 

親水性物質 
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図 18 岩石溶出試料および深度 350m 地下水の蛍光特性 

 

地下環境には多くの微生物が存在しており、幌延の地下環境にも他の

環境と同様に様々な種類の微生物が豊富に存在しています。これまでに

地下施設の建設に伴う坑道周辺の地球化学環境の変化と微生物代謝活

性*
24F24F25F25F25F

26の関連性を調査するため、微生物の現存量や群集組成の変化をモニ

タリングしています。令和元年度は、平成30年度に引き続き、深度140m、

250m、350m調査坑道から掘削されたボーリング孔（08-E140-C01、07-V140-

M03、09-V250-M02、13-350-C01、14-350-C04）から採取した地下水中の微

生物数と群集組成の調査を行いました。令和元年度の調査結果から、遺伝

子解析手法*
25F25F26F26F26F

27を用いた解析により、優占種*
26F26F27F27F27F

28として存在する微生物の種

類は、調査坑道壁面近傍において群集組成が大きく変化していることが

示されました。坑道壁面近傍の領域では、バイオフィルムを形成する種と

して知られるAltiarchaeales目に属する古細菌に近縁な未知微生物、

Atribacteria、Deltaproteobacteriaなどの絶対嫌気性微生物が優占種と

して存在することを確認していましたが、ここ1、2年の調査結果では、

BetaproteobacteriaやGammaproteobacteriaなどのやや酸化還元電位の

高い環境でも生息可能な微生物に近縁な種の割合が増加していることが

明らかになってきました。このような微生物の群集組成の変化は、坑道壁

面近傍の領域において、坑道掘削後に岩盤中に拡散した大気中の酸素な

 
*26：微生物が生きるために周辺環境から有機物や無機物を取り込んで化学反応を行ったり、物質を生成したりす

る活動の程度のことです。 

*27：環境中に存在する遺伝子を解析することにより、環境中の微生物の種類や特定の性質を調べることです。 

*28：生物群集である種の量が特に多く、その群集を特徴付けていることです。 



 

25 

どの酸化物が微生物の働きにより消費され、還元環境が維持されている

可能性を示唆しています。 

 

(4) 岩盤力学 

第1段階で構築した岩盤力学モデル*
27F27F28F28F28F

29の妥当性を評価することを目的

とした広範囲な応力状態を把握するための手法として、深度350m調査坑

道で取得した内空変位*
28F28F29F29F29F

30計測結果に基づいて地下施設規模の広域的な初

期応力状態を推定する解析の開発を進めています。これまで、断層の分布

を考慮した解析や、実際に逆解析により得られた応力値を入力すること

で適切に坑道で取得した内空変位値を説明できるかどうか、検討を進め

てきました。しかしながら、より信頼性の高い初期応力状態を推定するた

めには、深度350 mの周回坑道の掘削の順序を正確に再現した解析を実施

することが課題として残っていました。そこで、図 19に示すモデルを構

築し、実際の坑道掘削の順序で掘削を再現し、実際に内空変位を計測した

断面に相当する箇所における掘削時の変位量を解析的に求め、地下施設

で取得した内空変位値を説明できる応力状態を推定しました。 

図 20に地上からのボーリング調査、および坑道内での測定で得られた

応力測定結果および最大主応力の方位と、解析により推定された結果を

示します。この図から、解析により推定された応力値は、既存の計測によ

り得られた応力値よりも高い値となることが分かります。また、最大主応

力の方位に関しては、地上からの調査で得られた結果にほぼ整合する結

果となりました。 

次に、解析により得られた内空変位の値と、実際の内空変位の計測値と

の比較結果を図 21に示します。比較対象とした計測結果は、深度350m調

査坑道のうち様々な方位で掘削が行われた東・西周回坑道および東・西連

絡坑道での計測結果を、坑道掘削方位と内空変位の関係で示しています。

本解析では、岩盤は均質と仮定して解析しているため、割れ目卓越部や断

層部では、解析結果よりも実測値の方が大きな値を示す傾向がみられま

したが、割れ目の発達がそれほど顕著ではなかった一般部の計測結果に

関しては、解析結果と計測結果が良い一致を示しました。このことから、

 
*29：割れ目などの性質を含めた岩盤の強度・変形などに関する特性を図や数式などを用いて表現したものです。 

*30：坑道内で吹付コンクリート内側の断面の相対変位量を計測することです。 
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より信頼性の高い初期応力状態を推定することができました。 

 

 

(a) モデル全体図               (b) モデル透過図 

図 19 解析モデル 
 

   

(a) 最大主応力 (b) 最小主応力 (c) 最大主応力の方位 

図 20 水平面内の主応力に関する解析結果と既存調査結果との比較 

 

 
図 21 内空変位の計測結果と解析結果の比較 
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3.1.2 調査技術・調査機器開発 

調査技術・調査機器開発として、岩盤の水理特性に関する調査技術、坑

道周辺岩盤の地下水の地球化学特性、坑道掘削の影響、岩盤の力学に関す

る調査技術のほか、地下水の流れが非常に遅い領域の分布を評価する技

術の高度化開発を実施しました。 

 

(1) 岩盤の水理特性に関する調査技術の開発 

必須の課題の1つである「地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証」

の一環として、水圧擾乱試験方法（3.1.1(2)参照）の開発を行っています。

水圧擾乱試験では、ボーリング孔の試験区間の両端にスライド式パッカ

ーを設置して試験を行います。このパッカーは、パッカーチューブ内への

注水により膨らむ構造となっており、パッカーチューブが膨らむ際に、チ

ューブの下部加締め部のみがスライドしてパッカーが膨らみます（上部

加締め部は不動；図 22(a)）。このようなパッカーを試験区間の両端に設

置すると、試験区間が短縮した場合、上端パッカーの上部加締め部が上位

に引っ張られ、その結果、パッカーチューブ内の容積が増えることにより

パッカー圧が低下します（図 22(b)）。反対に、下端パッカーの上部加締

め部は下位に引っ張られ、その結果、パッカー内の容積が減少し、パッカ

ー圧が上昇します。しかし、孔壁が柔らかい場合は、パッカーチューブが

孔壁を押し広げ、パッカー内の容積が増加し、パッカー圧が低下します

（図 22(c)）。 

平成30年度は、上記の現象を確認するために、水圧擾乱試験を行ったボ

ーリング孔と同じ孔径の鋼管と、同じパッカー圧を用いて室内実験を行

いました。しかし、鋼管の固さは実際に試験を行った孔壁の固さよりも固

いため、令和元年度は、両者の固さも同じになるように、鋼管の代わりに

アクリルパイプとアルミパイプを用いた実験を行いました（図 

22(b)(c)）。実際に試験を行った孔壁の固さは、アクリルパイプとアルミ

パイプのちょうど中間くらいの固さに相当します。また、令和元年度は実

験中の上部加締め部を引っ張る力（ロッドの軸力）も併せて計測しました

（図 22(b)(c)）。室内実験の結果、パッカー圧、軸力および変位量の関係

が図 22(d)～(g)の灰色で塗られた範囲内に収まることが分かりました。

これらの関係性を用いることにより、水圧擾乱試験中に観測されたパッ
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カー圧の変化から、試験中の区間長の伸縮量をある一定の幅をもって見

積もることが可能となりました（3.1.1(2)参照）。 

 

 
図 22 水圧擾乱試験における試験区間の伸縮量とパッカー圧の変化の

関係性を把握するために行った実験（a～c）とその結果（d～g） 
この実験結果は、試験区間の両端に設置する両パッカーに等しく適用されます。 
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(2) 地下水の地球化学特性に関する調査技術の開発 

地下施設の建設が施設周辺の地下水の水圧や水質に与える影響を観測

する技術の整備を目的とした調査技術の開発を行っています。調査技術

の開発の中で得られたデータは、岩盤の水理地質構造モデル*
29F29F30F30F30F

31や地下水

の地球化学モデルの構築、構築したモデルや解析結果の妥当性を確認す

るために利用します。また、得られたデータは、人工バリア性能確認試験

における熱－水理－力学－化学連成挙動に関わる解析において、人工バ

リアの外側境界条件となる周辺岩盤中の水圧や水質条件の設定にも反映

します。 

 地下水の地球化学特性に関する調査技術の開発では、平成 26 年度まで

に深度 350m 調査坑道に設置した水圧・水質モニタリング装置を用い、令

和元年度もモニタリングを継続しました。装置の設置箇所を図 23 に示し

ます。平成 30 年度に引き続き、令和元年度も試験坑道掘削後の経時変化

の把握や観測装置の長期的な性能確認の一環として 13-350-C05、13-350-

C06、13-350-C07、13-350-C08 および 13-350-C09 孔（以下、C05、C06、

C07、C08 および C09）の 5 孔を用い、水圧・水質モニタリングを継続しま

した。C05、C06、C07、C08 および C09 における水圧モニタリングの結果

を図 24、図 25、図 26、図 27 および図 28 に各々示します。図中での

急激な水圧の低下は、採水やメンテナンスの際に孔内のガスや地下水が

放出されたことによるものです。 

試験坑道の掘削以降、多くの区間で徐々に水圧が低下する傾向が認め

られます。一方、C07 の区間 2 では平成 28 年度、C05 および C08 の区間 2

では平成 30 年度より、数か月規模での継続的な水圧の上昇が複数回認め

られます。この現象について詳細に理解するために、C08 の区間 2 におい

て、孔内を大気開放せずに水圧モニタリングを継続しました。その結果、

水圧は令和元年 10 月から約 5 ヵ月の間継続的に上昇し、令和 2 年 3 月現

在も上昇し続けています（図 27）。この圧力上昇は、地下水から遊離する

ガスの影響によるものと推測されます。 

 

 
*31：地質構造の分布や形状にあわせて透水係数などの水理学的なデータを与えて、岩盤の水理特性を二次元的ま

たは三次元的な図や数式などを用いて表現したものです。 
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図 23 試験坑道 2 および試験坑道 4 周辺における水圧・水質モニタリ

ング実施箇所 

 

 
図 24 C05 における水圧モニタリング結果 

水圧が急激に変化している箇所は、メンテナンスによる影響です。 
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図 25 C06 における水圧モニタリング結果 

水圧が急激に変化している箇所は、メンテナンスによる影響です。 

 

 
図 26 C07 における水圧モニタリング結果 

水圧が急激に変化している箇所は、メンテナンスによる影響です。 
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図 27 C08 における水圧モニタリング結果 

水圧が急激に変化している箇所は、メンテナンスによる影響です。 

 

 

図 28 C09 における水圧モニタリング結果 
水圧が急激に変化している箇所は、メンテナンスによる影響です。 
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試験坑道 4 では、平成 26 年度に人工バリア性能確認試験における坑道

の一部埋め戻しが行われ、平成 27 年度に同坑道においてコンクリートプ

ラグ外周の地山に放射状にグラウト注入を行うコンタクトグラウト注入

作業が実施されました。坑道の埋め戻し部分を冠水させるため、平成 27

年 1 月から人工バリア内への注水が行われており、急激な注水による緩

衝材の流出現象などを避けるために、段階的に注水量を増加させていま

す。これに伴い、埋め戻し範囲に位置する C07、C08 および C09 のうち、

C08（水平孔）および C09（鉛直下方孔）の最浅部である区間 4 において

水圧が上昇しており、令和元年 12 月に、注水量の増加に伴う比較的大き

な水圧の上昇が認められました（図 27 および図 28）。一方、試験坑道 4

の南側約 3 m に位置する C05 では、注水量の増加に伴う水圧への影響は

確認されていません。また、令和元年 6～9 月には、試験坑道 4 の人工バ

リア性能確認試験の実施箇所周辺において、緩衝材に十分に水を浸潤さ

せることを目的としたグラウトを行いましたが、これに関連すると考え

られる水圧変化も確認されていません（図 24、図 26、図 27、図 28）。 

試験坑道掘削後、水圧低下に伴い地下水中の溶存ガスが遊離した影響

により、水質モニタリングの継続可能な箇所は限定されつつあります（図 

29）。図 30 には一例として、C05 の区間 2 における電気伝導度（EC）、pH、

酸化還元電位（Eh）の観測結果を示します。C05 では、地下水の EC は 1600 

mS/m 程度、pH は 7 程度、Eh は-140～-300 mV 程度でした。これらの結果

は平成 30 年度の測定値とおおむね同様であり(
63F63F73F73F73F

17)、試験坑道周辺に分布

する地下水の EC や pH には顕著な変化は生じていません。Eh は、令和 2

年 3 月の測定値がやや高いなどバラつきがあるものの、還元状態が維持

されていることが示唆されます。なお、Eh のモニタリング結果において

は、一部のデータで電極の劣化や表面への汚れ・気泡の付着、遊離ガスに

よる地下水循環の停止等の影響が示唆されました。これらのデータは、

「信頼性が劣る可能性のあるデータ」として示しています。信頼性の高い

データを取得するために必要な、観測装置の定期的なメンテナンス（年 2

回のセンサーの検定・校正および 1 回／月程度のセンサーの異常有無の

確認）も継続して行いました。 
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図 29 試験坑道 2 および試験坑道 4 周辺における水質モニタリング継

続可能区間 
各ボーリング孔のうち、水質モニタリングが継続可能な区間のみを赤色で示しています。 

⇒全区間でモニタリング 

継続困難 
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図 30 C05 の区間 2 における水質モニタリング結果 
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また、令和元年度は、平成28年度から平成30年度までの水圧モニタリン

グの結果をとりまとめるとともに、C05およびC07～C09におけるモニタリ

ング結果をもとに、人工バリア性能確認試験の実施箇所周辺における水

圧分布を可視化しました(
64F64F74F74F74F

18)（図 31）。このような情報は、人工バリア性

能確認試験における熱－水理－力学－化学連成挙動の解析において、人

工バリアの外側境界条件である周辺岩盤中の水圧条件の設定にも役立ち

ます。なお、この図では水圧・水質モニタリング以外のボーリング孔によ

る観測結果は含まれていません。 

 

 
図 31 人工バリア性能確認試験の実施箇所周辺の水圧分布 
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(3) 坑道掘削の影響に関する調査技術の開発 

地下施設建設時には、坑道周辺の岩盤の損傷などによる掘削損傷領域

や溶存ガスの発生などによる不飽和領域の形成といった掘削擾乱領域が

生じます。そこでは、岩盤の透水性の増大や、地下水の水質変化といった

地層が有する放射性核種の移行を遅延させる機能に影響を与えることが

考えられます。そのため、地下施設の建設・操業・閉鎖に伴う地質環境の

変化過程をモデル化するための技術開発を進めています。幌延地域の地

下深部の地下水には、多量のメタンや二酸化炭素などの溶存ガスが含ま

れているため、令和元年度は、地下水中の溶存ガスが岩盤中の不飽和領域

の形成に与える影響を調べるために、地下施設の調査坑道の条件を模擬

した数値・感度解析を実施しました。図 32 に示すように、坑道壁面、掘

削損傷領域および健岩部を準一次元的に模擬し、数値解析コード

TMVOC(65F65F75F75F75F

19)を用いて、坑道掘削から 50 年間の地下水と溶存ガスの流れにつ

いて計算しました。その結果、地下水に溶存ガスが含まれる場合、岩盤中

の飽和度が低下し、不飽和領域の広がりが大きくなることが分かりまし

た（図 33）。一方で、岩盤の透水性を変化させた場合は、主に不飽和領域

の広がりのみに影響することが分かりました。なお、本研究は、電力中央

研究所との共同研究の一環として実施しています。 
 

 
図 32 解析領域と解析条件 

 

 

 

r = 0 m
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図 33 140m 調査坑道を模擬した感度解析による岩盤中の飽和度の変化

例(
66F66F76F76F76F

20) 

 

坑道周辺の掘削影響領域では、坑道内の大気が坑道掘削に伴い生じた

割れ目などを通じて岩盤内に侵入し、坑道周辺の岩盤や地下水が還元状

態から酸化状態に変化する可能性が考えられています。平成 30 年度は、

簡易モデルによる岩盤内への酸素の拡散を計算し、坑道壁面から約 1 m

の酸素の侵入が予測されましたが、ボーリング孔を利用したガス組成の

分析やコア試料の観察などからは、坑道周辺の掘削影響領域における酸

化の兆候は確認されなかったことを報告しました(
67F67F77F77F77F

21)。その理由として、

地下水中に多量に溶存しているメタンや二酸化炭素などのガスが遊離す

ることで、岩盤内への酸素の拡散を抑制している可能性が指摘されてい

ました。 

令和元年度は、図 32 の解析モデルを用いて、メタンや二酸化炭素など

のガスや地下水の流れを考慮した気液二相流解析を実施し、岩盤中への

酸素の侵入について再考しました。坑道の掘削を模擬し、坑道の掘削から

50 年間の地下水とガスの流れを計算しました。ただし、この解析では坑

道壁面を覆うコンクリートの影響を考慮していません。解析結果のうち

酸素の流れについて、拡散成分の結果と、移流成分と拡散成分を合わせた
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結果とを図 34 に示します。坑道壁面から約 0.1 m 程度の岩盤内部まで拡

散による定常的な酸素の移動が生じていますが（図 34(a)）、移流により

岩盤内部から坑道へ押し戻されていることが分かります（図 34(b)）。図 

35 に、岩盤中のガスおよび地下水の酸素濃度の解析結果を示します。坑

道壁面から岩盤内に約 10 cm 程度の深さまで、定常的に酸素が存在して

いることが分かります。地下施設におけるこれまでの観測結果から、調査

坑道内のコンクリートで覆われていない岩盤では、坑道壁面から岩盤内

部へ約 10 cm 程度の深さまで酸化や風化の影響が及んでいることが報告

されていますが(
68F68F78F78F78F

22)、令和元年度の解析では、これまでの観測結果と整合

的な結果が得られていることを確認できました。一方で、既存の観測結

果(21)のように、坑道壁面の岩盤がコンクリートで覆われている場合は、

岩盤内部への酸素の侵入が抑えられていると理解されます。 

 

 
図 34 岩盤内部における酸素の流れ (a)拡散による酸素の流れ、(b)移

流と拡散を合わせた酸素の流れ 

 

 
図 35 岩盤内部におけるガスおよび地下水中の酸素濃度 
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地表面から坑道掘削時の地下深部の岩盤や地下水の挙動をモニタリン

グする技術を確立することを目的として、立坑の周辺（換気立坑から半径

100 m以内）に9台、東立坑の深度140 mの連接部付近に1台、立坑周辺から

1 km程度離れたHDB-8孔近傍に1台の高精度傾斜計*
30F30F31F31F31F

32を配置し、坑道掘削

に伴う地表付近における岩盤の傾斜の変化を計測しています。令和元年

度も、過年度までと同様の方法(
69F69F79F79F79F

23)で計測データ（直交する2方向での傾斜

角度の時系列データ）に含まれるノイズ成分を除去した後、計測した傾斜

データと坑道掘削時の工程との対比を行いました。令和元年度は坑道掘

削工事はなく、得られた傾斜データの全体的な傾向として、傾斜量の変化

は少ないことが確認されました。坑道掘削の影響を示すため、東立坑近傍

にあるPIN8の傾斜量と傾斜方向および西立坑から北東方向へ約1 ㎞離れ

たHDB-8孔近傍のPIN10の傾斜量を図 36に示します。PIN8では坑道掘削時

に顕著な傾斜が計測されました。傾斜方向は、掘削を実施した東および西

立坑の方向でした。また、掘削が終了した後は、傾斜変化はほぼありませ

んでした（図 36(a)、(b)）。一方、PIN10（図 36(c)）では、坑道掘削中

および掘削終了後も、地表の傾斜はほとんど観測されませんでした。 

これまでの計測データにより、高精度傾斜計によって地下深部の坑道

の掘削に伴う地表付近での傾斜量やその傾斜方向が検知できることを確

認しました。 

 

 

 

 
*32：通常の傾斜計が計測できる角度は約 3,600 分の 1度であるのに対し、約 1億分の 6度の傾斜量を計測するこ

とができる非常に計測精度の高い傾斜計です。 
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高精度傾斜計の配置 

 
(a) PIN8（傾斜量） 

 
 (b) PIN8（傾斜方向） 

 

高精度傾斜計の配置 
国土地理院発行5万分の1地形図を使用 

 
(c) PIN10（傾斜量） 

図 36 傾斜計データの一例 
グラフの縦軸の単位 R(マイクロラジアン)は角度の単位で、1,000 Rが約0.06°に

相当します。 
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(4) 岩盤の力学特性に関する調査技術の開発 

深度 350m 調査坑道のうち試験坑道 3 を対象として、掘削影響領域に発

達した割れ目を可視化する試験を実施しました。具体的には、坑道周辺に

長さ 1 m のボーリング孔（注入孔）を掘削して樹脂を注入し、割れ目を固

定する試験を実施しました（図 37）。実験に使用した樹脂は、紫外線を照

射すると発光する塗料が混合されているため、紫外線照射下で割れ目の

分布を容易に観察することができます。また、粘性も水の 7 倍程度と低

いため、割れ目を乱すことなく注入することが期待できます。図 37 の概

念図に示す通り、シリンジポンプにより圧力容器内のピストンを押し出

すことにより樹脂を岩盤内に注入しました。樹脂が固化した後、注入孔周

辺でオーバーコアリングを行って岩石試料を採取し、割れ目への樹脂の

充填状況を観察しました（図 38(a)、(b)）。 

得られた岩石試料を半割した断面を紫外線照射下で観察し、割れ目分

布図を作成しました（図 38(c)）。図 38(c)に示す割れ目のうち、緑枠で

示す(a)～(c)の部分の拡大写真を図 39 に示します。なお、樹脂の浸透状

況としては、樹脂が浸透して割れ目が完全に固定された割れ目（図 39(a)

の右側の割れ目，図 39(b)、(c)および図 38(c)で赤色直線で示した割れ

目）、樹脂が割れ目の一部に浸透したが、割れ目が完全に固定されておら

ず、剥離した状態にあるもの（図 39(a)の左側の割れ目および図 38(c)

で青色直線で示した割れ目）の2種類の樹脂充填状況が確認されました。

また、孔口から約 0.4 m までは割れ目の発達が顕著であり、それ以降は

割れ目本数が少ないことが分かりました。特に孔口付近において、割れ目

同士が連結している様子が確認されました。 

 

 

図 37 樹脂注入試験の概要 
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  （a） 

 

 

 

 

 

 

 

（b） 

（c） 

 
図 38 樹脂浸透状況の観察  

(a)岩石試料採取の様子、(b)オーバーコアリングにより採取した岩石試料、(c)採取

した岩石試料の樹脂が浸透した割れ目の分布（坑道を上から見た図） 

 

 
図 39 割れ目への樹脂浸透状況の例 
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次に、樹脂が浸透して割れ目が完全に固定された割れ目に対して、紫外

線照射下でデジタルカメラにより割れ目の高解像度の画像を撮影し、割

れ目の幅（開口幅）を測定しました。なお、測定間隔は 1 mm としました。

図 40 に開口幅の分布を示します。孔口から約 0.3 m の範囲では、開口幅

が最大で 1.02 mm の割れ目が存在していました。一方、孔口から 0.3 m 以

深では、開口幅は 0.05～0.19 mm で分布していました。 

以上のように、坑道周辺に形成された掘削影響割れ目に樹脂を注入す

ることにより、割れ目の分布を可視化し、さらに開口幅の情報を得ること

ができました。 

 

 
図 40 割れ目開口幅の分布 
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(5) 地下水の流れが非常に遅い領域の分布を評価する技術の高度化開発 

経済産業省資源エネルギー庁の委託事業（平成31年度高レベル放射性

廃棄物等の地層処分に関する研究開発事業：岩盤中地下水流動評価技術

高度化開発）の一環として、内陸部の地下深部に存在する水理学的に閉鎖

的な環境が形成・維持されていると推定される領域（低流動域）の空間分

布を地上からの調査で効率的に把握するための方法論の構築を実施しま

した(
70F70F80F80F80F

24)。低流動域の空間分布を地上からの調査で効率的に把握するため

の方法論の構築では、はじめに、地下深部の低流動域の空間分布を把握す

る手順を検討し、既存データに基づく試行により、その手順の適用性や課

題を検討しました。 

堆積岩中の地下深部には、堆積時の海水が埋没続成過程で変化し、その

後、長期にわたり天水浸透の影響を受けずに残留していると推定される

地下水の存在が確認されており(
71F71F81F81F81F

25)、(
72F72F82F82F82F

26)、このような地下水が存在する領

域では、地下水流動が遅く、拡散による物質輸送が支配的である例が報告

されています(
73F73F83F83F83F

27)。ここでは、このような地下水を化石海水と呼んでいま

す。化石海水の存在を確認するための指標としては、それが海水に由来し

ていることから、地下水の塩濃度と酸素・水素同位体比（δ18O*31F31F32F32F32F

33 および

δD*32F32F33F33F33F

34）が有効であると考えられます。図 41に、本事業で検討した地下

深部の低流動域の空間分布を推定する手順を示します。この手順は大き

く2つに分けられ、1つは物理探査やボーリング調査といった地上からの

各種調査により取得されるデータを統合して地球統計学的手法により化

石海水に関連する指標の空間分布を推定し、その結果に基づき地下深部

の低流動域を評価するアプローチです。もう1つは地上からの調査により

構築された水理地質構造モデルに基づく広域スケールの地下水流動解析

により低流動域を評価するアプローチです。 

前者のアプローチの試行には、幌延深地層研究計画における地上から

の調査段階（第1段階）で実施された調査であるボーリング調査と電気探

査のデータを用いました。図 42に、前者のアプローチにより推定した塩

濃度およびδ18OおよびδDの空間分布の推定結果を示します。（a）の塩化
 

*33：酸素同位体比とは、質量数 16 の酸素に対する質量数 18 の酸素の割合を指します。幌延地域では、表層水

で-10‰前後、深部地下水で 0‰前後の値を示すことが分かっています。 

*34：酸素原子と同様に、水素原子（H）も安定同位体と呼ばれる質量の異なる原子を持っています（1H、2H）。

安定同位体の割合を同位体比と呼び、水素はδ2H またはδDと表記されます。 
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物イオン濃度の分布には、推定に使用したボーリング孔の位置（断面上に

あるボーリング孔のみ表示）と電気探査の実施範囲を示していますが、デ

ータを取得した範囲から離れるほど推定結果に大きな誤差が含まれます。

塩濃度については、おおむねナトリウムイオンと塩化物イオンにより占

められていますが、反応性の低い塩化物イオン濃度が指標に適しており、

その分布を示しています。図 43に地上からのボーリング調査時に得られ

たコア試料からの圧縮抽出水のδ18OおよびδDと塩化物イオン濃度と深

度の関係図を示します。この図では、深度0 mを稚内層と声問層の地層境

界としています。化石海水のδ18Oは、海水より重い値（δ18O > 0‰）を

示すと考えられます。幌延の地質環境の場合、これに対応するδDは約-30

～-20 ‰の範囲にあり、塩化物イオン濃度についてはおおよそ3000 ppm

以上の範囲になります。図 42（a）の塩化物イオン濃度の分布において

3000ppm以上となる領域は、青い点線より下であり、HDB-6孔周辺では地表

付近から、また、HDB-4孔周辺では稚内層浅部と深部の境界よりも下にあ

るのに対し、図 42(b)、(c)のδ18OおよびδDの分布において化石海水に

相当する領域は、HDB-6孔やHDB-4孔周辺では、おおよそ500 mよりも深い

部分にあり、塩化物イオン濃度とは一致していません。この理由は、図43

に示すように塩化物イオン濃度が高いほどδ18OおよびδDは化石海水の

範囲に限定されるようになりますが、化石海水の目安としている塩化物

イオン濃度の下限である3000ppmでは、δ18OおよびδDが化石海水の範囲

外になる地下水も多く含まれているからです。地上からの調査において

地下の化石海水の分布を推定する場合、まずは、塩化物イオン濃度に相関

性のある地下の比抵抗データを取得できる物理探査を実施することが、

広く三次元分布を把握するという観点から効果的であると考えられます

が、塩化物イオン濃度だけを用いて化石海水の分布を推定することは、そ

の領域を過大に評価することにつながる可能性があります。そのため、次

のステップの調査として深層ボーリング調査により、地下深部のδ18Oお

よびδDを確認する必要があると考えられます。また、効果的に地下の化

石海水の分布を推定するには、地層の違いや、地質断層や難透水層といっ

た不連続構造と化石海水の分布との関係を明らかにすることも必要であ

ると考えられます。 
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後者のアプローチの試行としては、既存調査により構築された水理地

質構造モデル(
74F74F84F84F84F

28)、(
75F75F85F85F85F

29)に基づく地下水流動解析を実施し、センターを範囲

内に含む10×20 kmの範囲を対象として、地下水移行時間や動水勾配とい

った水理学的特徴の空間分布の推定を試みました。その際、地形の発達

（地形・地質モデルの変化）、気候の変化（海水準および涵養量の変化）

および断層と地層の透水性の関係に着目し、これらのパラメータの違い

による地下水移行時間や動水勾配の空間分布への影響を感度解析的に検

討しました。このように様々な条件で地下水流動解析を実施しましたが、

図 44には、地形・地質モデルを現在、気候を温暖期、大曲断層を低透水

として設定した場合の解析結果として、地下水移行時間と動水勾配の空

間分布を示します。前者のアプローチにおいてδ18OおよびδDにより推定

された化石海水の分布範囲は、HDB-6孔周辺では500 mよりも深い範囲で

したが、その範囲の地下水流動解析の結果は、地下水移行時間が106年程

度、動水勾配が10-2～10-3です。これは、ある一つの条件での結果ですが、

地下水流動解析の観点からも化石海水の分布域が低動水勾配・低流動性

の場であることがわかります。このような前者のアプローチによって推

定した化石海水の三次元分布との比較は、後者のアプローチによって構

築したモデルすなわち広域スケールのモデルの妥当性確認のための方法

になりうると考えられ、今後、この方法を具体化し、実例を示していくこ

とが課題であると考えています。 
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図 41 地下深部の低流動域の空間分布を推定する手順 

 

 

図 42 塩濃度および酸素・水素同位体比の空間分布の推定結果 
地層名の略称は、Ycは勇知層、Ktは声問層、WkUは稚内層浅部、WkLは稚内層深部を表していま

す。(a)の塩化物イオン濃度の分布図の青色の点線は、3000ppmの等濃度線を表しており、それよ

り下方が3000ppmよりも濃度が高い領域になります。 
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図 43 酸素・水素同位体比と塩化物イオン濃度の関係 

(a)は酸素同位体比と塩化物イオン濃度の関係、(b)は水素同位体比と塩化物イオン濃度の関係

を示す。それぞれの図において、薄い青色の範囲は、幌延の地質環境における化石海水の範囲を

示しています。深度については、稚内層と声問層の地層境界を0 mとし、上位の声問層はプラス、

下位の稚内層はマイナスで表記しています。 

 

 

図 44 地下水流動解析から推定した地下水移行時間および動水勾配の

空間分布の一例 
この図は、地形・地質モデルを現在、気候を温暖期、大曲断層を低透水として設定した場合の解

析結果であり、（a）は涵養域から評価点までの地下水移行時間、(b)は動水勾配を示していま

す。地層名の略称は、Yc は勇知層、Kt は声問層、WkU は稚内層浅部、WkL は稚内層深部を表して

います。  
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3.2 深地層における工学的技術の基礎の開発 

3.2.1 地震観測 

地下施設設計の妥当性検証の一環として、地下施設内の4台の地震計と

地表の1台の地震計で地震観測を実施しています（図 45図 45 地震計設

置位置）。気象庁一元化震源データより作成した平成31年4月1日から令和

2年3月31日までの北海道地域の震央分布を図 46に、幌延深地層研究セン

ター周辺の震央分布を図 47に示します。この期間中、気象庁の発表では、

幌延町宮園で震度1以上の体に感じられる地震は1回発生しました（表 1）。 

 

 

図 45 地震計設置位置 
 

現在までの施工範囲 

※このイメージ図は、今後の調査研究の 

結果次第で変わることがあります。 
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図 46 北海道地域の震央分布 
 

 

図 47 幌延深地層研究センター周辺の震央分布  
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表 1 幌延町宮園で観測された震度 1 以上の地震 

地震の発生日時 震央地名 緯度 経度 深さ Mj* 33F33F34F34F34F

35 

震度 

幌延町 

宮園 

最大 

震度 

令和元年12月12日 

1時9分49.5秒 
宗谷地方北部  45°06.3′N 141°52.7′E 7km 4.2 4 5弱 

（これらの地震の震央は図 45、図 46に黒丸で示しています。） 

 

この地震（宗谷地方北部、深さ7km、Mj=4.2）について地上と地下施設

内の地震計の観測データから作成した周波数別の波の振幅を図 48に示

します。この図から、地震波にはいろいろな周波数の波が含まれています。

地表（西立坑アクセスルーム）の地震計で観測した地震波の振幅が最大

18.8 ㎝/s（黒丸）で1～5 Hz程度に対し、深度250mと350m調査坑道の地震

計の地震波は振幅の最大が6.4 ㎝/s、7.5 ㎝/s（黒丸）でピークが3～10

数Hzとやや高い周波数となり、地表の振幅が大きく、地下（実線）の振幅

は小さいことが分かります。これまでに発生した規模や震源地の異なる

地震波でも同様の傾向が確認されており(
76F76F86F86F86F

30)、地表に比べて、地下施設に

対する地震の影響が小さいことが確認できました。 
 

 

図 48 令和元年 12 月 12 日の地震波の周波数別の振幅 

 

 

 

 
*35：気象庁マグニチュード（地震の規模を表す数値） 
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3.2.2 地下施設における湧水対策技術の開発 

膨潤性の粘土物質を多量に含む断層（以下、粘土質断層）は、坑道掘削

時に地下水とともに粘土物質が坑道内に流出し、新たな水みちが断層内

にできることにより、湧水量増加を引き起こす可能性があります（
77F77F87F87F87F

31）。そ

のため、湧水対策の観点から、そのような構造の分布は先行ボーリングで

把握しておくことが重要となります。粘土質断層は成因の観点から 2 つ

のタイプに分けられ、火山灰層が変質した粘土質断層（以下、火山灰層起

源の断層）と岩石が変形・変質してできた粘土質断層（以下、岩石起源の

断層）に分けられます。両者の特徴を比較すると、前者の火山灰層起源の

断層は、連続性が非常に高い上、粘土部の厚さが空間的に変化しやすいこ

とが挙げられます。したがって、坑道掘削前の先行ボーリングで数 mm 程

度の厚さでしか確認されなかった場合でも、その周辺では数十 cm の厚さ

で連続することもあり、火山灰層起源の断層は坑道掘削時における大規

模な粘土流出と湧水量増加のリスクが特に高いことを十分に認識してお

く必要があります（
78F78F88F88F88F

32）。しかし、ボーリングコア観察により火山灰層起源

の断層と岩石起源の断層を見分けるのは困難です。 

原子力機構では、火山灰層起源の断層をボーリングコアで同定するた

めの方法として、平成 29 年度にマグマが噴火時に急冷してガラスとなっ

た物質（メルトインクルージョン）を利用した検出方法を開発しました
（

79F79F89F89F89F

33）。しかし、メルトインクルージョンは火山灰層起源の断層に常に含ま

れているとは限らないため、本方法も万能とは言えません。そこで令和元

年度は、より汎用性の高い同定方法として、断層粘土部の非膨潤性鉱物

（ここではイライトと呼ばれる粘土鉱物で代表；ill と表記）に対する膨

潤性鉱物（スメクタイトと呼ばれる粘土鉱物；sm と表記）の存在割合

（sm/(ill + sm)：wt%/wt%）と、断層粘土部に含まれる酸化チタン（TiO2）

に対する酸化アルミニウム（Al2O3）の含有量比（Al2O3/TiO2：wt%/wt%）の、

2 つの指標を組み合わせた同定方法を考案しました（32）。sm/(ill + sm)の

値は周辺岩石の値よりも大きい場合、Al2O3/TiO2の値は周辺岩石の値と異

なる場合、火山灰層起源の証拠となります。しかし、周辺岩石と同じ

sm/(ill + sm)あるいは Al2O3/TiO2の値を示す火山灰層起源の断層も実際

には存在し得るため、これらの指標も個別にみた場合には同定精度が低
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いと言えます。しかしながら、これらの指標を組み合わせることにより、

火山灰層起源の断層の同定精度を大きく高めることができます。 

図 49 に地下施設周辺の稚内層中の粘土質断層に適用した結果を示し

ます。周辺の泥岩より高い sm/(ill + sm)の値（0.7 以上）を示す粘土質

断層は Al2O3/TiO2 の値で見ても周辺の泥岩と異なった値を示すものが多

く、これらの断層は火山灰層起源であると判断することができます。一方

で、試料番号 HDB-6-458.4、HDB-9-104.5、HDB-10-434.6、PB-V01-285.5、

および KMH-4（地表で採取した試料）の粘土質断層は岩石部の sm/(ill + 

sm)と同様な値を示すため、sm/(ill + sm)の値だけでは火山灰層起源か

どうかの判断が困難です。しかし、HDB-10-434.6、PB-V01-285.5、および

KMH-4 は、周辺の泥岩と異なる Al2O3/TiO2 を示すため（Al2O3/TiO2 の分析

精度も考慮）、火山灰層起源の断層と判断することができます。したがっ

て今回行った分析により、幌延の稚内層中の粘土質断層はほぼ全てが火

山灰層起源の断層であることが分かり、今回適用した方法が有効である

ことが分かりました。sm/(ill + sm)および Al2O3/TiO2の分析は一般的な

方法により容易であるため、今後、様々な地下施設における湧水対策技術

の 1 つとして役立つことが期待できます。 

 

 
図 49 ボーリングコアで観察される粘土質断層（左図）と稚内層中の

粘土質断層の分析結果（右図）（32） 
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3.2.3 長期的な坑道安定性のモニタリングのための技術開発 

地下施設では、長期的な支保工や岩盤の安定性の検討を目的として、立

坑と水平坑道の39断面に4種類の計測器（地中変位計、ロックボルト軸力

計、覆工・吹付けコンクリート応力計、鋼製支保工応力計）を設置してい

ます。今回は、長期的な岩盤や支保工のモニタリングに資する技術開発と

して、計測器の長期的な耐久性を検討しました。 

図 50に各計測器の計測不良割合の経時変化を示します。計測不良の割

合が大きいものとしては、地中変位計で66 %、ロックボルト軸力計で68 %

でした。これらは、岩盤中に設置するため、地下水との接触により絶縁抵

抗不良が生じやすかったと考えられ、設置後2～3年で計測不良となる計

測器が多く存在しました。また、東立坑の深度160 m地点において、光フ

ァイバー式の地中変位計の適用性の確認を実施していますが、設置から

約10年経過した令和2年2月末時点においても、すべての計測点で良好な

計測が可能です(図 51)。そのため、岩盤の変位の長期的なモニタリング

には、従来型の電気式よりも光ファイバー式のセンサーの方が優れてい

ることが分かります。 

一方、吹付けコンクリート応力計、覆工コンクリート応力計、鋼製支保

工応力計の計測不良割合は、それぞれ13 %、4 %、19 %でした。これらは

コンクリート中に埋設された機器であるため、地下水との接触が生じに

くいことから絶縁抵抗の低下が生じにくく、設置から10年程度経過して

も正常に計測されるセンサーが多かったものと考えられます。したがっ

て、支保工のうちコンクリート構造物の安定性を検討するうえでは、従来

型の電気式の計測器でも耐久性を十分に有していることが分かりました。 
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図 50 計測器ごとの計測不良割合の経時変化 
 

 

図 51 光ファイバー式地中変位計計測結果  
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3.3 地質環境の長期安定性に関する研究 

地震や断層の動きによって生じる地質環境への影響の把握や推定手法

を開発するための地震動データを取得することを目的として、平成30年

度に引き続き上幌延観測点（図 3）において地震観測を行いました。令和

元年度中、震度1以上に相当する地震を観測した回数は1回あり、震度3に

相当しました（表 1参照）。 

地下施設では、「地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証」の一環と

して、水圧擾乱試験によって断層や割れ目で発生したせん断変形につい

て、その位置や特徴などを推定することを目的に、微小地震の観測を行っ

ています。平成30年度に実施した水圧擾乱試験では、高周波の地震計（100 

Hz）と圧力センサーを3箇所に設置し、観測したデータを用いて解析を行

いました。（図 52）。 

 

 
図 52 地下施設に設置した地震計 

 

観測データから波形の共通性を指標として、これに平均振幅の情報を

あわせた波形の類似性に関する解析によりイベントの抽出を行いました。

観測した波形を図 53に、解析結果を表 2、図 54に示します。 
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図 53 抽出したイベントと各成分・各観測点での波形 

10/29 13:20～14:20 の 60 分間の観測データを、10 分間ずつに切り分け、横軸を 10 分間として

縦に並べて表示している。地震計の 3 成分と（南北動（赤）、東西動（緑）、上下動（青））、圧力

センサー（オレンジ）の波形を観測点順に並べて表示している。波形上の番号は解析により抽出

したイベント。 

 

表 2 10 月 29 日 10:00～14:20 の間で抽出されたイベントの時刻 

No. 時刻 

1 2018/10/29 10:20:43 

2 2018/10/29 10:37:43 

3 2018/10/29 10:47:43 

4 2018/10/29 10:51:42 

5 2018/10/29 12:49:46 

6 2018/10/29 13:44:23 

7 2018/10/29 13:59:29 

8 2018/10/29 14:00:51 
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図 54 表 2 のイベント No.7 と No.8 の波形図 

波形を観測点の順に並べ、ｘは南北動、ｙは東西動、ｚは上下動、hは圧力センサーを示す。 

 

解析の結果から、抽出したイベントの中でNo.7とNo.8の波形には類似

性があり、水圧擾乱試験の注入圧最大時に同じ震源で発生したイベント

と考えられ、適切な観測手法を用いることで目的とするイベントを抽出

できることが分かりました。しかし、抽出したイベント波形は多くの雑音

を含み、観測点数も少ないことから震源を決定する解析には適用できな

いことも分かりました。 

地下施設と地表で取得する地質のデータ、地下水のデータ、地形のデー

タなどを利用して、海水準変動や地殻変動による長期的な変化が地質環

境に与える影響を評価する手法の開発を行ってきました。 

令和元年度は、長期的な地質環境の変遷に伴う微量元素の移行性につ

いて理解するために、堆積岩中の微量元素の化学形態について調査を行

いました。高レベル放射性廃棄物の処分で重要とされる微量元素の中で

もセレン(Se)は地下水の酸化還元電位に応じて様々な化学形態をとるた

め、室内試験の結果から地下環境における移行性を予想することが難し
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い元素です。そのため、幌延の堆積岩について、逐次抽出試験*
34F34F35F35F35F

36および X

線吸収微細構造構造法(XAFS 法)分析*
35F35F36F36F36F

37を行い、地下環境におけるセレン

の化学形態に関する分析を実施しました。 

その結果、声問層・稚内層から得られた岩石（図 55(a)）には、1 ppm

程度のセレンが含まれていることが確認されました。また、これらの岩石

試料に対して、6 種類の異なる溶液を用いたセレンの逐次抽出試験を実施

したところ、どちらの地層でも金属セレン（Se(0)）が主な存在形態であ

ることが明らかになりました(図 55(b))。さらに、XAFS 法による微小ス

ケールでの分析でも、同様に幌延の岩石中のセレンは、金属セレンとして

存在することが示唆されました(図 55(c))。一方で、セレンは酸化還元

電位が 125 mV～-18 mV の条件において金属セレン、-18 mV～-292 mV の

条件においてフェロセライト(FeSe2)という固相として存在するため、現

在の地下水の酸化還元電位(-250 mV～-100 mV 程度)では、フェロセライ

トが安定固相であると推察されます。岩石試料に対する分析結果と地下

水から予想される安定固相が異なる理由を明らかにするためには、逐次

抽出試験の分画の精度について確認するとともに、マイクロスケールの

XAFS 分析など、さらなる分析を実施する必要があります。以上の結果を

踏まえると、岩石中においてセレンは吸着体ではなく固相として保持さ

れ、移行が抑制されていることが明らかになりました。これらの結果にセ

レン含有鉱物の生成メカニズムや地質環境の長期安定性に関するデータ

を追加することで、長期間にわたってセレンの移行が抑制されていたこ

とを示すことができます。このように微量元素の存在形態を評価するこ

とで、長期的な物質移行特性について推測できます。 

 

 
*36：岩石試料に対して複数の溶液を連続的に反応させることで、岩石中の重金属元素を化学的特性に基づいて抽

出する試験手法です。 

*37：岩石試料に X線を照射した際に発生する固有のスペクトルから、対象元素の化学状態や結合状態など元素周

辺の構造を明らかにする分析手法です。 
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図 55 声問層・稚内層から得られた岩石中のセレンの分析結果  

(a)使用した岩石試料(稚内層から採取)、(b)各抽出試験によって抽出されたセレン

の存在形態の割合、(c)岩石試料中のセレンの XAFS スペクトル 
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4. 地層処分研究開発 

4.1 処分技術の信頼性向上 

令和元年度は、人工バリア性能確認試験を継続するとともに、オーバー

パック腐食試験で回収した腐食センサーに生じた腐食生成物の分析を実

施しました。また、緩衝材の定置試験、閉鎖技術の確証試験などを実施し

ました。さらに、搬送定置・回収技術の実証として、隙間充填材の除去技

術および模擬PEMの回収技術の検証を行いました。 

 

4.1.1 人工バリア性能確認試験 

深度350m調査坑道の試験坑道4における人工バリア性能確認試験（図 

56）は、①地層処分研究開発の第2次取りまとめ報告書で示した処分概念

が実際の地下で構築できることの実証、②人工バリアや埋め戻し材の設

計手法の適用性確認、および図 57に模式的に示すような非常に複雑な、

③熱－水理－力学－化学連成挙動に係るデータの取得を目的として実施

しているものです。③のデータ取得に当たっては、模擬オーバーパックに

内蔵されたヒーターや緩衝材および埋め戻し材外周部への人工注水によ

って境界の温度や圧力を変化させることによって、各種条件下における

データを取得します。 

 

 
図 56 人工バリア性能確認試験の概念図 
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図 57 人工バリア性能確認試験で生じる熱－水理－力学－化学プロセ

スの相関関係 

全ての相関関係を図示すると煩雑となるため、一部を抜粋して示しています。 

 

令和元年度は、平成26年度に開始した加熱および注水を継続し、データ

の取得を継続しました。緩衝材および埋め戻し材への注水量の経時変化

を図 58に示します。なお、図 58の横軸（上側）は、加熱開始（2015年1

月15日）を0日として示しています。緩衝材への注水は、加熱開始の翌日

（2015年1月16日）から開始し、急激な注水による緩衝材の流出現象など

を避けるために、最初は150 mL/minと設定し、段階的に注水量を増加さ

せ、平成28年10月からは約1000 mL/minに設定しています。令和元年度は

注水に必要な地下水を確保するために新規のボーリング孔を掘削し、令

和2年1月14日から注水流量を1500 mL/minに増加させました。また、埋め

戻し材への注水は、緩衝材への注水と同時に100 mL/minで開始しました。

その後、平成27年6月にコンクリートプラグと周辺岩盤を一体化させるコ

ンタクトグラウトを施工した後、ケーブルダクト（計測センサーのケーブ
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ルがプラグを貫通している部分）からの漏水が認められたため、埋め戻し

材への注水を停止していましたが、シーリング材により漏水処置を実施

した後、平成28年10月からは300 mL/minで注水を再開し、令和元年度も同

流量で注水を継続しています。 

 

 
図 58 緩衝材および埋め戻し材への注水量の経時変化 

 

また、試験エリア周辺の逸水を抑制するためにコンクリートプラグ手

前の試験坑道周辺領域について、東周回坑道側からB断面（12区間）を、

試験坑道3側からA断面（56区間）のグラウトを実施しました（図 59）。グ

ラウト注入前に水押し試験により改良範囲の透水性を確認したところ、A

断面の底部に高透水の領域が確認されましたが、グラウト注入後の水押

し試験では透水性は下がっており、グラウトにより高透水性の領域が改

良されたことを確認しました。図 60に緩衝材外周のケイ砂部の間隙水圧

の経時変化を示します。図より、令和元年8月頃からグラウトの効果によ

り間隙水圧が上昇していることが確認できます。また、令和2年1月14日に

注水量を増加させたことにより、約0.3 MPaまで間隙水圧が上昇しました。 
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図 59 グラウトの施工箇所 

 

 
図 60 緩衝材外周のケイ砂部の間隙水圧変化 

 

人工バリア性能確認試験においては、今後ヒーターの電源をOFFにした

減熱試験を実施する予定です。そこで令和元年度は、減熱試験を開始した

場合に、緩衝材内部の温度や水分量がどのように変化するかを連成解析

により予測し、今後の計画立案の参考としました。図 61に温度の、図 62

に緩衝材内部の水分の飽和度の結果を示します。約2000日までは現在実

施中の加熱試験で取得した計測値と解析結果の比較を、2000日以降は減

熱試験を仮定した解析結果を示しています。図 62の計測値（外側）に示

す外側の飽和度の計測値では、約1500日付近でばらつきが見られます。こ

のセンサーは測定原理上、冷却するための電流を流しており、この電流の
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値は正常動作の範囲が決められています。約1500日以降の外側センサー

では、この冷却電流の値が正常動作の範囲外を示したことから、実際に飽

和度が変化しているのではなく、センサーの故障が原因であると考えら

れるため以降のデータは欠損としています。一方、中央の計測値において

も所々でばらつきが見られますが、中央センサーの冷却電流の値は正常

動作の範囲内であることから、一時的な計測データ取得の不具合である

と考えられます。計測データと解析結果を比較すると、温度と緩衝材外側

の飽和度については良好な一致が見られるものの、緩衝材中央部の飽和

度については、計測データと解析結果に開きが見られます。これは、温度

勾配による緩衝材中の水分移動現象を正確に再現できていないことが要

因として挙げられます。減熱試験を仮定した解析では、緩衝材中の温度は

減熱試験を開始後、比較的早い時間で温度が低下することが推定されま

した。また、緩衝材内側の飽和度については、2000日以降から上昇してい

ることが推定できます。これは、緩衝材中の温度差によって生じる緩衝材

外側方向への水分移動が、温度差がなくなることによって解消されるた

めです。 

解析モデルの高度化においては、特に高温環境下における緩衝材の力

学特性、水分特性に係るパラメータ取得や間隙空気の影響などが課題と

して残されているため、今後も継続して各種室内試験や解析モデルの改

良を実施していく予定です。 

 

 
図 61 緩衝材内部の温度解析結果と計測値の比較（2000 日から減熱試

験を仮定） 
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図 62 緩衝材内部の水分飽和度解析結果と計測値の比較（2000 日から

減熱試験を仮定） 
 

4.1.2 オーバーパック腐食試験 

深度350m調査坑道の試験坑道3におけるオーバーパック腐食試験は、

幌延を事例として、塩水系地下水環境におけるオーバーパックの耐食

性*
36F36F37F37F37F

38や腐食モニタリング手法の適用性を確認することを目的として実

施するものです。本試験では、オーバーパックの耐食性を中心に、コン

クリート支保の影響についても検討するため、実物よりも縮小した模擬

オーバーパックおよび緩衝材を低アルカリ性のコンクリート材料の中

に設置し（図 63）、平成26年度に加熱・注水と腐食モニタリング等の計

測を開始しました。試験では、緩衝材の下から2段目、6段目、10段目に

設置した炭素鋼腐食センサーにより交流*
37F37F38F38F38F

39インピーダンス*
38F38F39F39F39F

40を測定し、

腐食の速度などを評価します。また、計測終了後に試験体を回収し、模

擬オーバーパックの表面の実際の腐食状況や緩衝材への地下水の浸潤

状況などを確認します。 

 

 
*38：金属の腐食(さび)に対する抵抗性のことです。耐食性の高い合金として、一般的にはステンレス鋼やアルミ

ニウム系合金など、オーバーパックの候補材料としては銅やチタン合金などがあります。 

*39：電流には、直流と交流があり、交流は電流の流れる向きが周期的に変化している電流のことです。 

*40：インピーダンス(Z)とは、電気回路のうち、交流回路における電圧(V)と電流(I)の比で表される値で、単位は

Ω(オーム)です。直流回路における抵抗に相当します。 
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図 63 オーバーパック腐食試験の概念図 

 

令和元年度は、平成 30 年 5 月に計測を終了して回収した腐食センサー

について、経済産業省資源エネルギー庁の委託事業（平成 31 年度高レベ

ル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業：ニアフィールドシ

ステム評価確証技術開発）の一環として、センサーに埋め込まれた炭素鋼

電極（模擬オーバーパックと同じ材料で製作）に生じた腐食生成物の分析

を実施しました。腐食センサーは模擬オーバーパック近傍の緩衝材中に

設置されていたため、模擬オーバーパックと類似した環境で腐食が進展

していたものとして扱うことができます。図 64 に腐食センサー内の炭素

鋼電極の外観写真とスケッチを示します。炭素鋼電極表面の腐食生成物

は一様ではなく、色調や凹凸具合など場所によって異なっていることか

ら環境条件や腐食の進展も一様ではないことが推察されます。炭素鋼電

極表面を X 線回折により分析すると、図 65 に示すようにシデライト

（FeCO3：菱鉄鉱と呼ばれる炭酸塩鉱物）のピークが確認されました。こ

れは平成 30年度に実施した模擬オーバーパック表面の腐食生成物のX線

回折結果と整合します。X 線回折に加えて、図 64（右）のスケッチ中に

示した A～E の各部でラマン分光法*
39F39F40F40F40F

41による分析を行いました。 

 
*41：ラマン分光法：物質に光を入射すると、光は分子と衝突して一部は散乱します。その散乱した光には入射

した光とは異なる波長の光が含まれています。この散乱した光を読み解くことで物質の構造や種類などを知る

ことができます。 
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図 64 腐食センサー（6 段目、135°）の炭素鋼電極表面の外観（左）

とスケッチ（右）および、顕微ラマン分光分析箇所（右図 A～E） 

 

 

図 65 腐食センサーの炭素鋼電極表面に付着していた腐食生成物の X

線回折結果 

 

分析では、分析操作中に腐食生成物が大気中の酸素や水分によって変

質しないように表面を透明な樹脂で固めてその樹脂を通してレーザー光

を照射しました。分析結果の一例としてラマン分光法による分析結果を

図 66 に示します。X 線回折で確認されたシデライト（FeCO3：菱鉄鉱と呼

ばれる炭酸塩鉱物）に加えて、マグネタイト（Fe3O4：磁鉄鉱と呼ばれる酸

化鉱物）とゲーサイト（FeOOH：針鉄鉱と呼ばれる水酸化鉱物）と思われ

るピークが観察されました。これらのうち、シデライトは酸素濃度の低い
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環境で、ゲーサイトは比較的酸素が豊富な環境で安定な腐食生成物であ

ることが分かっています。また、マグネタイトはその中間的な条件で安定

な腐食生成物です。これらの腐食生成物が同時に確認されたことから、炭

素鋼表面は試験開始時の酸化性の状態から低酸素の状態に遷移していっ

たことが示唆されました。平成 30 年度に腐食センサーを用いた腐食モニ

タリングの結果として、約 250 日までは腐食速度が時間とともに低下し

てそれ以降はほぼ一定となる傾向があることを示しました。この約250日

までの腐食速度の変化は酸化性の状態から低酸素濃度の状態への変化に

概ね対応しているものと考えられます。 
 

 
図 66 腐食センサーの炭素鋼電極表面に付着していた腐食生成物の顕

微ラマン分光分析結果 

（図中 A～E は図 63 右図の記号に対応） 

 

環境条件が変遷した状態では腐食の進展も不均一化しやすく、図 64 に

示した炭素鋼電極の観察結果や平成30年度に示した模擬オーバーパック

の腐食深さ測定結果からも不均一な腐食の進展が認められています。不

均一な腐食では、腐食の進展が確率的にばらつくため、そのばらつきを考

慮して最大値を推定する必要があります。そこで、経済産業省資源エネル

ギー庁の委託事業（平成 31 年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関
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する技術開発事業：ニアフィールドシステム評価確証技術開発）の一環と

して、平成 30 年度に得られた模擬オーバーパックの腐食深さ測定データ

を活用して統計的な解析を行い、今回のオーバーパック腐食試験の環境

条件を想定した場合の実際のオーバーパックで推定される不均一な腐食

による最大腐食深さの推定を試みました。図 67 に示すように平成 30 年

度に得られた模擬オーバーパックの腐食深さ分布から下段部の約 1/3 の

領域で腐食量が比較的大きかったことから（最大約 0.09 mm）、まず全体

を上段、中断、下段の 3 領域に分割しました。次にそれぞれの領域を 12

区画に分割して各区画の最大腐食深さを抽出しました。この 1 領域あた

り12個のデータを用いて極値統計解析*
40F40F41F41F41F

42と呼ばれる解析手法を用いて実

寸大のオーバーパックで観察される最大腐食深さを推定しました。従来、

環境条件が酸化性から低酸素濃度条件に変化する期間のオーバーパック

の最大腐食深さは、種々の模擬地下水中での室内試験データに基づいて

平均腐食深さ（Xm）の関数として経験的な評価式から評価するとともに、

幌延の地下水条件を想定した室内試験データの極値統計解析結果との比

較等から具体的な地下水条件等に対する評価式の妥当性、保守性を確認

してきました(
80F80F90F90F90F

34)。今回、オーバーパック腐食試験で得られた実際のオー

バーパック最大腐食深さの推定値（Pmax）について既往の評価式と比較し

ました。図 68 に示すように腐食量の大きかった下段の領域で Pmax が約

0.26 mm と最も大きな値を示していますが、いずれの領域の推定値も従来

の評価式を下回ることが確認されました。したがって、今回の工学的規模

でのオーバーパック腐食試験において観察された不均一腐食に対しても

既往の評価式によって保守的な評価が可能であることが示されました。 

 

 
*42：極値統計解析：最大値や最小値のデータを対象として統計的な性質を調べたり、予測する手法です。腐食

の分野では、例えば小面積の区画から得られた最大腐食データから大きな面積の装置や構造物等の最大腐食深さ

を推定する場合などに用いられます。 
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図 67 模擬オーバーパックの腐食深さ分布の展開図（赤色ほど腐食量

大）と極値統計解析における領域、区画の分割 
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図 68 オーバーパック腐食試験データの極値統計解析に基づく実際の

オーバーパックの最大腐食深さ推定値と既往の評価式の比較（図中には

幌延の地下水を想定した条件での室内試験データもプロット） 
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4.1.3 搬送定置・回収技術に関する研究 

原環センターとの共同研究として、搬送定置・回収技術に関する研究を

実施しています。令和元年度は、原環センターが受託した経済産業省資源

エネルギー庁の委託事業（平成31年度高レベル放射性廃棄物等の地層処

分に関する技術開発事業：可逆性・回収可能性調査・技術高度化開発）の

一環として、地上の施設（地層処分実規模試験施設）において緩衝材定置

試験および緩衝材中に水が浸潤して隙間が閉塞される過程を観察できる

可視化装置を用いた浸潤試験を継続し、その様子を公開しました。また、

深度350m調査坑道にて、模擬PEM（Prefabricated Engineered barrier 

system Module）*
41F41F42F42F42F

43の回収技術の実証試験を行いました(
91F91F91F

35)。 

 

(1) 緩衝材定置装置の運転公開 

緩衝材定置試験設備を使用した緩衝材定置試験を実施しました。なお、

この試験は「おもしろ科学館2019 in ほろのべ」（令和元年7月開催）で一

般公開しました（写真 1）。令和元年度は緩衝材定置装置に設置されてい

る状態監視用カメラの映像を、プロジェクターを用いてスクリーンに投

影し、試験装置の機能・役割、緩衝材の定置方法等の説明を行いながら、

緩衝材の定置動作を公開しました。 

 

  
写真 1 緩衝材定置試験の公開の様子 

 

(2) 緩衝材の浸潤挙動に関する試験 

緩衝材ブロックを積み上げた際にできるブロック同士の隙間について

は、緩衝材の膨潤特性により、地下水の浸潤に伴い閉塞されます。この過

 
*43：鋼製容器の中に、人工バリアであるオーバーパックや緩衝材を設置し、一体化したものです。 
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程の再現・視認を可能とするために可視化試験を行いました。小型の色付

き緩衝材ブロックを実際の人工バリアと同じ積み方で透明なアクリル製

の試験容器内に組立て、水の浸潤により隙間が閉塞する様子を観察しま

した（写真 2）。色付き緩衝材ブロックを使用したことで、緩衝材ブロッ

クがほぼ均一に浸潤・膨潤し、隙間を閉塞している様子が観察されました。

なお、この試験の様子は地層処分実規模試験施設にて公開しました。 

 

    
 組立中          試験開始前        注水後 300 日目 

  
解体後の試験体の状況 

写真 2 緩衝材可視化試験の状況 

 

(3) 地下環境での搬送定置・回収技術に関する研究 

原環センターとの共同研究として、処分坑道横置き・PEM方式での地下

環境での人工バリアの搬送定置・回収技術に関する研究を継続しました。

この試験は、平成26年度までに同センターとの共同研究として実施して

きた地層処分実規模試験施設を活用した工学技術に関する研究で計画し

ていたものです(
81F81F92F92F92F

36)(
82F82F93F93F93F

37)(
83F83F94F94F94F

38)(
84F84F95F95F95F

39)(
85F85F96F96F96F

40)(
86F86F97F97F97F

41)。 

令和元年度は、深度350m調査坑道の試験坑道2において模擬PEM*42F42F43F43F43F

44の回

収技術の実証試験を行いました。模擬PEMは平成30年度に実施した充填試

験により、粘土系材料の充填材で埋められた状態になっています。模擬

 
*44：本試験で用いる模擬 PEM は、緩衝材などの人工バリアを封入せず、実物と寸法（直径約 2.5m、長さ約

3.5m）および重量（約 36t）を模擬したものを使用しています。 
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PEMの回収試験は、充填材を除去する技術および模擬PEMを定置場所から

引き出す技術の2つを対象として順次試験を行いました。充填材の除去は

模擬PEMに損傷を与えないことを前提に、その距離に応じて機械的除去技

術と流体的除去技術を組み合わせて行いました。 

模擬PEMから離れた部分の充填材の除去には、機械的除去技術であるオ

ーガ方式を採用しました。これは充填材を回転する刃で削りながら、吸引

機（大型の掃除機のようなもの）で連続的に取り除くものです（写真 3）。 

 

  

写真 3 オーガ方式の除去装置の外観 

 

この装置を用いて除去した充填部の例を写真 4に示します。この装置

では充填材を直径20 ㎝、深さ約30 ㎝の円柱型にくり抜くことができま

す。くり抜く順序を変えながら切削や吸引のし易さを調べました。また、

吸引機により削った充填材を捕集できることを確認しました（写真 5）。 

除去技術の適用性やより効率よく除去する装置の開発に資するデータ

を取得するとともに、更なる効率化に向けて、充填材の含水比の変化が切

削や吸引に与える影響についてのデータの拡充など、今後の高度化のポ

イントなどを確認しました。 
 

  
下段（左→右）⇒中断（左→右）⇒上段（左→右）の場合 

写真 4 オーガ方式で除去した充填部の様子 
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写真 5 吸引機の外観と、捕集した充填材 

 

模擬PEM近傍の充填材の除去には、模擬PEMへの物理的な影響が少ない

と考えられる流体的除去技術であるウォータジェット方式を採用しまし

た。これは高圧の水で充填材を削り、スラリー状になったものを吸引機で

連続的に取り除くものです。写真 6に示す試験装置は高圧水を噴射する

ノズルと、ノズルを円筒形状の模擬PEMの外周に沿って動かす部分から構

成されており、ノズルの形状を変えることで水の出方を変えることがで

きます。 

 

  

写真 6 ウォータジェット方式の装置とノズル 

 

平成30年度までの試験で取得した作動条件を適用し、模擬PEM下部の充

填材の除去試験を行いました。写真 7のように高圧水で隙間の充填材を

削り、スラリー化したものを吸引しながら除去しました。トルネードノズ

ル⇒配管洗浄ノズルの順番で行うことで、模擬PEM下部の充填材を除去で

きることを確認しました。除去後の坑道面は、模擬PEMの回収作業に使用
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するエアベアリング方式の回収装置が走行可能な坑道面の性状（要求さ

れる状態）を満足するものとなっています。 

 

   

写真 7 除去試験の様子と、除去後の隙間 

 

隙間充填材を除去した後、模擬PEMの回収試験を行いました。回収試験

にはエアベアリング方式の搬送定置装置を使用し、平成29年度に試験坑

道2での要素試験で取得したデータに基づく設定条件で装置を運転しま

した。写真 8に模擬PEMの回収試験の様子を示します。実際の地下環境で

重量36.5 tの模擬PEMを回収できることを確認しました。 

 

  
回収前               回収後 

写真 8 模擬PEMの回収試験の様子 

 

平成30年度に実施した模擬PEM-坑道間への隙間充填材の施工試験、令

和元年度に実施した隙間充填材の除去試験および回収試験を通して、処

分坑道横置き・PEM方式の操業に係る技術を実際の地下環境で実規模スケ

ールで実証することができました。これにより、地層処分実規模試験施設
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で公開中の処分孔竪置き・ブロック方式に係る技術と合わせ、わが国で有

望とされている2つの定置概念に対して、定置から回収までの一連の操業

技術の実現性の見通しを得ました。 

 

4.1.4 人工バリアなどの健全性評価に関する研究 

経済産業省資源エネルギー庁の委託事業（平成 31 年度高レベル放射性

廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業：ニアフィールドシステム評

価確証技術開発）の一環として、原環センターと協力して緩衝材流出試験

を実施しました。 

人工バリアの 1 つである緩衝材の主な成分はベントナイト*
43F43F44F44F44F

45と呼ばれ

る粘土鉱物です。地下の処分孔に定置された緩衝材は、徐々に地下水が浸

潤することにより膨潤します。緩衝材が膨潤することによって、岩盤やオ

ーバーパックと緩衝材の間の隙間が埋められ、地下水の流動を緩慢にす

る働きが期待されています。一方で、日本の地下環境では、地下施設を建

設（坑道の掘削・維持）することによって母岩から湧水が生じることが予

想され、そのような環境では、緩衝材を処分孔へ定置した後に、処分孔壁

からの湧水により緩衝材と孔壁の境界に水みちが生じ、緩衝材が流出す

る可能性が指摘されています。 

緩衝材の流出挙動は、処分孔周辺の湧水環境（岩盤の透水係数、水圧、

湧水量・流速、液種など）が影響します。これまでに緩衝材の流出挙動を

把握するための室内試験が行われていますが、実際の地下環境では上記

の湧水条件等が複雑に影響し合っています。そのため、実際の地下環境に

おいて緩衝材の流出現象を把握するための試験を実施しています。また、

これまでの緩衝材流出試験の結果などから、地下水が緩衝材の表面から

浸潤し、緩衝材が処分孔との隙間に膨潤していく時に、表面付近の密度が

低下し、ゲル状になることが緩衝材の流出が起こる要因の1つとして考え

られています。このゲル状になった部分に、孔壁からの湧水の流れ（移流）

および湧水の流れに伴うせん断応力（表面を滑らせるように作用する力）

が作用することで、緩衝材が持ち去られると考えられます。 

このような影響を抑制するための工学的対策の1つとして、緩衝材と岩

 
*45：ベントナイトは粘土鉱物のスメクタイトと石英などの鉱物から構成され、地層処分における人工バリアシス

テムに用いる緩衝材の候補材料です。 
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盤の隙間にケイ砂を充填する方法に着目しました。ケイ砂を充填するこ

とで、隙間の体積を減少させ、緩衝材表面の膨潤による体積変化（密度の

低下範囲）を抑制し、また、緩衝材周囲のケイ砂を充填した部分全体を湧

水の流れる領域とすることで緩衝材表面の湧水の流速（せん断力）を低く

抑えることが期待できます。令和元年度は、このような工学的対策の効果

を確認するための緩衝材流出試験を行いました。試験装置の概要を図 69

に示します。試験は自然湧水の環境下で行いました。平成30年度に測定し

た試験孔の湧水量の測定結果では、試験孔天端の水位での湧水量は300 

mL/minでした。試験孔天端を上端として緩衝材を模擬した試験体を設置

し、流出試験を行いました。試験体の寸法は、現在考えられている緩衝材

の約1/4のスケールです。 

 

 
図 69 試験設備の概要 

 

上述した工学的対策（隙間にケイ砂を充填する対策）を施した場合の流

出試験と隙間に何も充填しない条件での流出試験の結果と比較しました。

結果を図 70と図 71に示します。図 70に示すように、ケイ砂を充填した

場合の約30日までの測定結果（図中、 で表示）は未充填の場合（図中、

で表示）に比べると緩衝材の総流出量が少ないことが分かりました。ケ

イ砂を充填したケースの特徴として、総流出量の変化は試験初期から小

さいものの、時間の経過とともに総流出量の変化量がわずかに大きくな

る傾向が見られました。一方で、未充填のケースでは、試験の初期に流出
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量が急激に増えているものの、試験開始後20日程度を経過すると流出量

は徐々に小さくなっています。 

 

 
図 70 隙間にケイ砂を充填した場合と未充填の場合の試験結果（1/2） 

 

 

図 71 隙間にケイ砂を充填した場合と未充填の場合の試験結果（2/2） 
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上記の試験結果のように、総流出量の経時的な変化の傾向が2つの試験

ケースで異なる理由の1つとして、ケイ砂を充填したことによる湧水量の

変化が考えられます。未充填のケースでは試験開始時の孔内への湧水の

排水量（ ）は400 mL/minでしたが、時間の経過とともに徐々に排水量は

減少し、試験の後半では、約20 mL/minで一定になりました。これは、緩

衝材が膨潤して隙間がシール（閉塞）されたことにより湧水量が少なくな

ったためと考えられます。しかし、試験期間の終期においても排水が完全

に止まることはありませんでした。流出試験の終了後に引き上げた緩衝

材の表面の一部には水みちの跡が観察されており、試験体設置から55日

程度の試験期間では緩衝材が膨潤してもシールされない部分があったと

考えられます。 

一方、ケイ砂を充填したケースでは、排水量（ ）が時間の経過ととも

に増加したことに伴い、試験期間の後半において緩衝材の総流出量の変

化量がわずかに大きくなったと考えられます。排水量（孔内への湧水量）

が増加した原因については特定できていませんが、今回の試験では、ケイ

砂の充填により隙間領域を小さくしたため、大きな膨潤圧が発生し、岩盤

にひずみが生じたことで湧水量が増加した可能性が考えられます。 

図 71に示した総排水量と緩衝材の流出濃度（排水1 L当たりの流出量）

の関係から、未充填ケースでは試験開始後に流出濃度が大きく増加し、そ

の後減少しています。これは、上述した通り、時間の経過とともに、緩衝

材の表面を流れる水の量とその流速が減ったために、緩衝材表面の削ら

れる量（流出量）が減少したためと考えられます。これに対し、ケイ砂を

充填したケースでは、緩衝材の流出濃度は低いレベルで維持されていま

した。試験期間の後半に緩衝材表面を流れる排水量（緩衝材表面の流速）

が増加したにもかかわらず、流出濃度が低い状態を維持したことは、隙間

にケイ砂を充填した効果であると考えることができます。 

令和元年度に実施した地下での流出試験に関する以上のような結果か

ら、緩衝材の流出量を抑制する工学的対策の1つである「隙間へのケイ砂

の充填」に関して、その効果を次のように整理することができました。 

・緩衝材の膨潤領域を小さくし、緩衝材界面の密度が低くなる領域を減

らす効果 
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・湧水が緩衝材表面に接触する面積を減らす効果 

・ケイ砂があることにより、湧水が緩衝材周囲を均等に流れることによ

り、緩衝材表面の流速（せん断応力）が抑制される効果 

 

令和元年度の試験により、隙間にケイ砂を充填することによる緩衝材

の流出抑制対策の効果があることの見通しを得ました。一方で、図 70に

示す試験期間30日における両ケースの比較結果から、より長い期間では、

緩衝材の総流出量が逆転する可能性も示唆されています。また、上述した

ように、ケイ砂を充填したケースでは、緩衝材の膨潤に伴って処分孔内の

湧水量が変化する可能性があることも分かっています。このような知見

は、実際の処分場の操業手順（緩衝材設置後に上部空間が埋め戻されるま

での工期）に応じて、工学的対策を選択するうえでの基盤情報として活用

することが期待できます。例えば、工期が短ければ、ケイ砂充填工法を、

長ければ未充填工法が緩衝材の流出量の抑制の観点では有利と判断でき

ます。ただし、このような将来の選択に資する基盤情報の整備に向けては、

湧水量や緩衝材の流出量が長期的に（処分坑道の埋め戻し後の期間を含

めて）どのように推移・変化するかについて、更なる試験をとおして確認

していく必要があります。そのため、引き続き多様な条件による地下での

流出試験に取り組むとともに、隙間にケイ砂を充填することによる緩衝

材流出抑制効果のメカニズムなどを確認するための室内試験を実施して

データや知見を拡充していく予定です。 

 

4.1.5 処分場閉鎖後の水みちを防止する技術の整備 

経済産業省資源エネルギー庁の委託事業（平成31年度高レベル放射性

廃棄物等の地層処分に関する研究開発事業：地層処分施設閉鎖技術確証

試験）の一環として、シーリングシステム*
45F45F45F

46の成立性の確認を目的とし

て、シーリングシステムの劣化などが閉じ込め性能に与える影響の評価

や、止水プラグや埋め戻し材の性能を確認するための室内試験および原

位置試験を実施しました。 

 
 

*46：将来の地層処分場を閉鎖した際に、坑道や掘削影響領域が地下水の移行経路とならないようにするための

対策のことです。 
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(1)シーリングシステム長期性能評価技術開発 

本検討では、国内で想定され得る多様な地質環境条件を考慮した場合

に、シーリングシステムの長期的な劣化によってこれらが地表へと直結

する卓越した水みちとなることが、地層処分システムの長期安全性へ与

える影響を検討してきています。令和元年度は、シーリングシステムに求

める安全機能を軸としたシナリオ解析を実施し、埋め戻し部（坑道埋め戻

し、プラグ等）やその周辺岩盤が卓越した移行経路となる可能性のあるシ

ナリオを設定（図 72）しました。また、設定したシナリオが処分システ

ムに及ぼす影響を物質移行解析等により評価しました。さらに、これら評

価結果に基づき、設計・施工および安全評価の観点からのシーリングシス

テムの性能の考え方を整理しました。 
 

 

図 72 坑道が卓越した移行経路となり得るシナリオ例（セメント影響

による劣化・変質） 
 

設定したシナリオに対し、処分孔、処分坑道およびアクセス坑道をモデ

ル化した物質移行解析を実施した結果、コンクリート材料の劣化・変質を

想定したシナリオ（コンクリートの溶出成分によってベントナイトが溶

解するが、この時生じる反応生成物（二次鉱物等）がコンクリート割れ目

の間隙およびコンクリート－埋め戻し材界面に生じる間隙中の移流によ

って散逸することにより、ベントナイトの溶解が進展）では、粒子の配置
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した位置に応じてその挙動は異なるものの、ほぼすべての粒子が処分孔

あるいは処分坑道に交差する割れ目へ進入することから、劣化・変質した

坑道が地上まで直結するような卓越した移行経路にはならない可能性が

示唆されました。一方で、主に埋め戻し材の施工不良（特に坑道上部の隙

間）に伴い、埋め戻し材とコンクリート支保間の境界部付近で透水性が上

昇すること想定したシナリオでは、処分孔を発した一部の粒子が処分坑

道を移行し処分坑道端部まで到達し得る可能性が示唆されました。ただ

し、このようなシナリオが仮に生起することを想定した場合においても、

低アルカリ性セメントを使用することによる埋め戻し材－コンクリート

相互作用による変質抑制対策や、アクセス坑道の集中配置、ならびに地下

施設周辺の地下水流動と直交する方向に処分坑道を配置等の対策が、坑

道が地上へと直結するような卓越した移行経路となることを回避する上

で有効となり得る可能性があることが分かりました。 

 
(2)膨潤挙動相互作用試験 

人工バリアの概念の1つである処分孔竪置き方式では、処分孔に定置し

た緩衝材が地下水を吸収して処分坑道側へ膨出し、その有効粘土密度が

低下することを防ぐために、埋め戻し材を坑道に充填することにより埋

め戻します。この緩衝材と埋め戻し材の境界面では、緩衝材の膨潤圧と処

分孔直上の埋め戻し材の自重相当の荷重が相互に作用しており、緩衝材

の膨潤挙動はこれらの力学的な相互作用の影響を受けています（図 

73(a)）。膨潤挙動相互作用試験では、緩衝材の埋め戻し材側への膨出挙動

の評価手法を整備することを目的として、人工バリア性能確認試験の試

験レイアウトを基に、実際の1/20スケールの緩衝材と埋め戻し材を組み

合わせた縮尺模型（図 73(b)）を用いた試験を実施しました。 
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(a) 緩衝材の埋め戻し材の相互作

用の整理 

 
(b) 縮尺模型の概要図 

図 73 縮尺模型試験の概念図 

 

人工バリア性能確認試験の状況を模擬するために、縮尺模型試験では

緩衝材の底部に設置したポーラスメタルから注水し、ケイ砂層を通じて

緩衝材の外周から均等に浸潤させました。また、試験容器上部に設置した

加圧版を介して埋め戻し材の上部から0.087 MPaの荷重を作用させました。

緩衝材の吸水膨潤により生じる上部への膨出変形量は試験装置頂部に設

置した外部変位計により計測しました。さらに、試験容器側面に設置した

土圧計や底部に設置したロードセルにより膨潤圧を計測するとともに、

緩衝材と埋め戻し材の境界面にはリン青銅板やひずみゲージを設置して

境界面付近の緩衝材の膨出挙動の把握を試みました。63日間注水を継続

した結果を図 74に示します。緩衝材の膨出量は、外部変位計により計測

した変位量を試験開始時の緩衝材の供試体の高さで除した膨潤変形率と

して評価しました。注水量の経時変化をみると試験開始後20000分（約14

日）ごろから注水量は緩やかに増加する傾向となり、40000分（約28日）

ごろから試験終了までは注水量はほとんど変動していません。また、膨潤

変形率については、30日を過ぎたあたりから変化が緩やかになり57600分

（40日）ごろからはほとんど変動しませんでした。緩衝材と埋め戻し材の

境界面における膨潤変形挙動計測の一例として、リン青銅板の計測結果

を図 75に示します。図 75(b)の横軸は、各計測位置を供試体の中心を原

点とした時の計測位置までの距離で示してます。縦軸の鉛直方向の変形
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量は、リン青銅板の一番低い場所を基準とした相対的な高さとして示し

ました。この結果より、緩衝材の外周部が中心部に比べて上方へ大きく変

形しており、最大で3 mmの差が生じていることが確認できました。これ

は、水の浸潤により外周部から先に上方へと膨潤したためと考えられま

す。さらに、試験終了後には緩衝材の部分を高さ方向と直径方向にサンプ

リングを行い含水比を計測しました。その結果、高さ方向については緩衝

材の中央部において、埋め戻し材との境界面に近い上部の含水比が高く

なっていることが確認できました。水平方向については注水のために設

けたケイ砂層と接している緩衝材外周部で含水比が高い一方で、中央部

では含水比が低くなっていました。サンプリングした試料の割れなどの

影響により体積の測定が困難であり飽和度を算出することはできません

でしたが、含水比の値が不均質に分布していることから浸潤過程の途中

であり緩衝材は飽和に達していないと考えられます。以上の試験結果よ

り、緩衝材と埋め戻し材の力学的相互作用下における飽和に至る途中ま

での緩衝材の膨出挙動を概略的に把握することができました。今後も、新

たな縮尺模型試験を実施し、引き続き埋め戻し材のもつ緩衝材の膨出抑

制機能の評価方法を整備していく予定です。 
 

 

図 74 縮尺模型試験における膨潤変形率と注水量の経時変化（図中の

破線は計測値を双曲線関数で近似した値をプロット） 
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(a) リン青銅板の設置位置 

 

 
(b) リン青銅板の計測結果 

図 75 緩衝材と埋め戻し材の境界面における膨潤変形挙動計測 

 

(3)EDZシーリング試験 

掘削影響領域（以下、EDZ）においては、割れ目の発達に伴い透水性が

増大することで物質の移行経路になることが想定されており、この移行

経路を遮断するために、低透水性材料であるベントナイト系材料を用い

た止水プラグを設置する考え方が国内外において示されています。一方

で、原位置環境下においてベントナイト系材料を用いた止水プラグがど

の程度の地下水移行抑制機能を有するかを検証することは、止水プラグ

の設計・施工の考え方を提示する上で重要となります。そこで、地下水移

行抑制機能を評価するための指標の1つとして透水性に着目し、EDZを遮

る機能が期待される止水プラグの切り欠き部分を規模を縮小して模擬し

たEDZシーリング試験（図 76）を行っています。 

 

 

図 76 EDZ シーリング試験の試験領域概略図 
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令和元年度は、スリットに充填するベントナイト系材料について幌延

の地下水を模擬した模擬地下水を用いた室内透水試験を行い、その透水

係数を確認しました。試験では平成30年度に実施した膨潤の状況を確認

する試験と同様に、クニゲルV1（以下、粉体ベントナイト）とクニゲルGX

（以下、粒状ベントナイト）の2種類の材料を用いて、①粉体ベントナイ

トのペレット（以下、ペレット）、②粒状ベントナイトのみ、③ペレット

と粒状ベントナイトの混合土（以下、混合土）および④粉体ベントナイト

を突き固めたもの（以下、粉体供試体）の4種類の供試体を作製しました。 

EDZシーリング試験における粘土止水壁の透水係数は、幌延の深度350 

mの健岩部の透水係数よりも低い10-11 m/s以下を目標値として設定しまし

た。室内透水試験の結果、上記の4種類のいずれの材料においても供試体

の乾燥密度を1.2 Mg/m3とすることで透水係数は10-12 m/sのオーダーを示

しており、目標の透水係数より低い値であることを確認しました。この透

水試験の結果と平成30年度の膨潤の状況確認試験の結果を踏まえて、ス

リットへの充填施工の観点からペレットを粘土止水壁の材料に選定しま

した。 

次に、試験坑道3において粘土止水壁を施工しました。粘土止水壁の施

工する場所は平成30年度にEDZの調査のために掘削したパイロット孔（以

下、EDZ-1孔）の周辺としました。まず、EDZ-1孔周辺の底盤とEDZの間に

あるズリ層を取り除き、改めて底盤のコンクリートを打設しました（図 

77(a)中の濃紺部分）。その後、EDZ-1孔を中心とした半径0.45 mの円周上

に幅10 cm、深さ2 mのスリットを掘削しました。この掘削したスリット

に室内試験により選定したペレットを乾燥密度が1.2 Mg/m3以上となるよ

うに充填して粘土止水壁を構築しました（図 78）。 

粘土止水壁によって区切られた内側の領域を対象として、EDZ-1孔から

注水することにより透水試験を行いました。透水試験は、スリット掘削前

（粘土止水壁施工前）と粘土止水壁施工後の2回実施し、試験時期は、1回

目を底盤のコンクリートの再打設が完了した後、2回目を粘土止水壁が十

分に飽和したと考えられるペレットを充填して2か月が経過した後とし

ました。2回の透水試験ともに、図 77(b)に示すようにEDZ-1孔の深度0.31 

m～1.70 mを注水区間としました。粘土止水壁施工前の試験領域の透水係
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数は2×10-6 m/s程度であり、これまでの調査で得られていた試験坑道3周

辺のEDZの透水係数と同程度の値であることから、EDZの透水係数を表し

ていると考えられます。一方、粘土止水壁施工後の試験領域の透水係数は

約3×10-9 m/sとなり、施工前に比べて3オーダーほど低い値を示しました。

この値は、幌延の深度350 mの健岩部の透水係数よりはやや高い値である

ものの、EDZを遮断するようにスリットを掘削しベントナイト系材料の粘

土止水壁を構築することで試験領域内の透水性が低下することを確認し

ました。今後は、定期的に透水試験を実施して時間の経過とともに試験領

域の透水係数がどのように変化するか調査する予定です。 

 

 

(a)粘土止水壁施工時   (b)透水試験時 

図 77 粘土止水壁周辺の上面図および断面図 
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(a) スリットの掘削 

 
(b) ペレットの投入 

 
(c) 人力による突き固め 

 
(d) 底盤面まで充填完了 

図 78 粘土止水壁の施工作業の状況 

 

(4)EDZの連続性等に関する調査 

坑道や掘削影響領域（EDZ）が地下水の移行経路となることを防止する

ための坑道シーリング技術の性能確認の一環として、令和元年度は、深度

350m調査坑道の試験坑道4において、人工バリア性能確認試験でEDZを介

した地下水移行を抑制するためのポストグラウトが実施されました。試

験坑道4および力学プラグ周囲のEDZの連続性や経時変化を把握してポス

トグラウトの効果を評価することを目的として、弾性波および比抵抗ト

モグラフィ調査*
44F44F46F46F46F

47を実施しました。 

調査は、試験坑道4の力学プラグ前方のグラウト注入範囲を対象とし、

グラウト注入による物性値（弾性波速度、比抵抗値）の違いを計測するた

めに、グラウト注入前、グラウト注入中、グラウト注入後に、試験坑道3

の2孔のボーリング孔間（クロスホール法）で行いました。また、地山と

グラウト材の物性値の違いを評価するため、ボーリング孔の検層（電気、
 

*47：トモグラフィ調査は、調査対象の範囲内の物性値（速度、比抵抗等）の分布を断面として可視化する物理

探査手法です。 
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速度）とボーリングコアおよびグラウト材の室内試験を行いました。トモ

グラフィ調査の断面位置を図 79に示します。 

 

 
図 79 トモグラフィ調査の断面位置 

 

弾性波トモグラフィ調査の結果を図 80に示します。調査範囲の弾性波

速度は、1.9～2.4 km/sを示し、グラウト範囲（図中の点線の範囲）は2.1

～2.2 km/s以上を示しています。グラウト前後のスローネス（速度の遅

さ）の変化量は-2.5 ％でマイナスの変化量を示し弾性波速度の増加を示

しています。また、ボーリングコアとグラウト試料の室内試験結果からも、

グラウト試料が厚いほど弾性波速度が速い傾向を示すことが分かりまし

た。 
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図 80 弾性波トモグラフィ調査の速度分布図 

 

比抵抗トモグラフィ調査の結果を図 81に示します。図の中央部のグラ

ウト範囲は比抵抗値が1.00～2.50 Ω-mで周囲より低比抵抗の領域とな

っています。グラウトの前後で比抵抗値の分布に明瞭な変化はありませ

んが、比抵抗の変化率は2.0～4.0 ％でプラスの変化量を示し比抵抗値が

高くなっています。また、室内試験の結果もグラウト材は高比抵抗を示す

ことが分かりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 81 比抵抗トモグラフィ調査の比抵抗分布図 
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試験坑道および力学プラグ周囲のEDZの連続性や経時変化を把握し、グ

ラウトの効果を評価するため、グラウト後の速度分布断面で三次元の解

析を行いました（図 82）。これらを比較すると表示の違いにより、二次元

断面に比べ三次元断面の方が速度値の違う領域がよく可視化されていま

す。2孔の平行なボーリング孔を用いるトモグラフィ調査は対象範囲が二

次元に限定されますが、三次元的にボーリング孔や受振、発振点を適切に

配置し三次元解析を行うことで坑道周囲のEDZの連続性や経時変化の把

握に適用できると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 82 三次元解析の速度分布図 

 

試験坑道および力学プラグ周囲のEDZの連続性や経時変化を把握し、グ

ラウトの効果を評価するために弾性波・比抵抗トモグラフィ調査を行っ

た結果、物性値の違いにより地山（堆積岩）とグラウト範囲を確認できる

ことが分かりました。今後は、地質環境条件により適用する物理探査手法

の検証と解析手法による精度の適用性を検証する予定です。 

 

(5)無線モニタリング装置の適用性確認 

深度350m調査坑道の試験坑道4では、人工バリア性能確認試験において

人工バリアの挙動を計測・評価するための様々なセンサーを設置してい

ます（4.1.1参照）。一般的に、センサーとデータを収集する記録計の間は

ケーブルで接続されています。しかし、このケーブルの周りが水みちとな
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って計測する環境を乱す要因となることがあります。また、多くのセンサ

ーを使う場合にはケーブルの本数が膨大になり、センサー設置作業の煩

雑さや断線などにより計測システムの信頼性に影響を及ぼすことも考え

られます。このような課題を解決する方法として、ケーブルを使わずに電

磁波を用いてデータを送信する方法があります。この地中無線技術を人

工バリア性能確認試験に適用し、岩盤やコンクリートプラグなどを介し

た電磁波の減衰や、装置に内蔵された電池の寿命を評価する試験を実施

しています。 

本研究で開発した地中無線伝送システムの装置構成を図 83に示しま

す。人工バリア性能確認試験の緩衝材と埋め戻し材の中にセンサー付き

小型送信器が埋め込まれています。これらのセンサーで間隙水圧や緩衝

材の膨潤圧を測定し、送信器から無線でデータが送信されます。受信アン

テナと受信装置は、試験坑道4に設置されたプラグの外側のボーリング孔

内に設置されており、送信器から送信されたデータは、緩衝材、埋め戻し

材、岩盤、プラグを通過して、ケーブルを介さずに受信装置へ届きます。 

 

 

図 83 地中無線伝送システムの装置構成イメージ 

 

平成26年度に人工バリア性能確認試験における緩衝材や埋め戻し材の

土圧と間隙水圧を計測するために7体のセンサーと小型送信装置を設置

しました(
87F87F98F98F98F

42)。センサーは、自動的に1日に1回の計測を行い、1週間分のデ

ータをまとめて小型送信装置から無線で送信しています。令和元年度は、

引き続き計測と無線によるデータ送信を行っています(
88F88F99F99F99F

43)。測定期間中に

測定データが地上のPCで正常に収録できない事象が発生しましたが、地
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下から地上に繋がる有線ケーブルが原因であり、地中無線伝送システム

は正常に動作していることを確認しました。緩衝材11段目に設置した間

隙水圧と土圧の計測データの例を図 84に示します。図から、注水量の増

加に伴い間隙水圧と土圧の値が上昇している傾向が見られました。この

ことから、センサーが正常に機能しており送信装置が所定の頻度で測定

データを送信していることを確認しました。今後も、無線によるデータ送

信技術の適用性を確認する試験を継続して実施していきます。 

 

 

図 84 地中無線装置による計測データの例 

 

4.2 安全評価手法の高度化 

4.2.1 健岩部を対象とした原位置トレーサー試験 

岩盤基質部における拡散・収着挙動について、多様な地質環境条件や岩

盤の不均質性に起因した拡散・収着パラメータを評価するためのモデル

化・解析手法を整備することを目的に、健岩部を対象としたトレーサー試

験を行ってきました。令和元年度は過年度に実施した、原位置拡散試

験*
47F47F47F

48 (
89F89F100F100F100F

44)について、層理面に対する異方性が拡散挙動に及ぼす影響を評価

しました。原位置拡散試験は、深度350m調査坑道の底盤から層理面の傾斜

方向に掘削した斜孔のボーリング孔で行い、構造性の割れ目を含まない

区間にHDO（重水）、I（ヨウ素）、Mo（モリブデン）、Cs（セシウム）、Sr（ス

トロンチウム）、Co（コバルト）、Eu（ユーロピウム）等の安定同位体トレ

ーサーを含む模擬地下水（塩濃度0.23 M）を循環させる方法で行いまし

 
*48：拡散とは、物質の濃度の違いによって物質が散らばり広がる現象を言います。拡散試験はトレーサー試験

の一種で、物質（トレーサー）の濃度変化から岩盤の拡散係数などのパラメータを調べる試験です。 
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た。また、循環(約8か月程度)後に、オーバーコアリングを行い、層理面

に対して平行および直交方向の岩石試料を採取しました。採取した岩石

試料に対し、図 85(a)に示す位置から1 mm程度の間隔で研削を行い、岩

石中に含まれるトレーサー濃度の検出を行いました。図 85(b)に示すよ

うに、層理面に対して直交方向に取得したCs濃度のプロファイル（2カ所：

D11w//_1-n1、n2）が同様の傾向を示しているとともに既存のデータ（D05-

1）における濃度プロファイルの傾向と整合する結果となりましたF90F。層理

面に対して平行方向のCsの濃度プロファイル（D11w⊥-n_Cs）は直交方向

の濃度プロファイルと同程度の減衰傾向を示す一方で、ボーリング孔の

壁面の濃度（図 85(b)中の0 mmの位置）が一桁程度低い結果となりまし

た。トレーサー循環中の試験区間内のトレーサー濃度は均一であること

が想定されるとともに、マトリクスの収着・拡散特性もほぼ同一であると

考えられることから、ボーリング孔の壁面のCs濃度は水平方向、直交方向

で同程度の濃度になることが想定されます。このような差異が生じた原

因として、ボーリング孔の孔底部には掘削した際に生じる掘削泥等が沈

積しており、掘削泥にCsが吸着した結果、孔壁のCs濃度が低い結果となっ

た可能性が考えられます。上記を考慮した上で、層理面に対する異方性が

顕著ではない可能性があるものの、今後は孔底部の複数個所で濃度プロ

ファイルを取得し、上記の原因について検討するとともに、層理面に対す

る異方性について検討していきます。 

 

 
図 85 層理面に対する異方性に着目した原位置拡散試験 

(a)試験体系と採取試料、(b)試験後の岩石中のCs濃度分布 

層理面 

孔壁面② 孔底面① 
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4.2.2 割れ目*
45F45F48F48F48F

49を対象とした原位置トレーサー試験 

泥岩中に不均質に分布する割れ目の物質移行特性（分散長、拡散係数、

収着分配係数など）を評価可能なモデル化／解析手法を整備することを

目的に、割れ目を対象とした原位置トレーサー試験を実施してきました。

令和元年度は平成30年度に引き続き、深度350m調査坑道において実施し

た断層を対象としたダイポール試験*
49F49F49F

50 (
91F91F101F101F101F

45)のモデル化／解析手法の検討

を継続しました。ダイポール試験は、断層の周囲に複数の割れ目が存在す

る割れ目帯を対象に2種類のトレーサー注入条件（パルスソース*
50F50F50F

51、コン

スタントソース*
51F51F51F

52）で実施された試験であり、トレーサーを注入した断層

の開口幅、試験孔周辺の割れ目分布および割れ目表面のトレーサー濃度

分布などの状況が確認されている(
92F92F102F102F102F

46)ことから、これらトレーサーの移行

経路の不均質性に関する情報に基づいたモデル化／解析手法を検討する

ために、トレーサーの移行経路を2経路としたモデルと、平行平板モデル

にフロー領域*
52F52F52F

53およびスタグナント領域*
53F53F53F

54を表現したモデルによる解析

を行いました(
93F93F103F103F103F

47)。この成果については、経済産業省資源エネルギー庁の

委託事業（平成31年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術

開発事業：ニアフィールドシステム評価確証技術開発）により得られまし

た。図 86にそれぞれの解析モデルを示します。 
  

 
*49：これまでは、「単一の割れ目を対象とした物質移行試験」と記載していましたが、同試験結果の評価の中で、

複数の割れ目がトレーサーの移行に関与していることが分かってきたため、記載を改めました。 

*50：ダイポール試験とは、トレーサー試験の一種で 2つのボーリング孔を利用し、トレーサーの投入／回収を

行うことで、孔間の分散係数などのパラメータを調べる試験です 

*51：トレーサーの投入方法の 1つで、一定濃度のトレーサーを瞬間的に投入する方法です。 

*52：トレーサーの投入方法の 1つで、一定濃度のトレーサーを試験期間中にわたって投入し続ける方法です。 

*53：フロー領域とは、地下水の流れが生じていることを仮定した領域のことで、地下水の流れによって物質が

移動する「移流」現象と、主に物質が移行する媒体の幾何学形状に起因して物質が広がる「分散」現象を考慮

しています。 

*54：フロー領域とは逆に、地下水の流れが生じていないことを仮定した領域のことで、物質の濃度差によって

散らばり、広がる「拡散」現象のみを考慮しています。 
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(a) 2 つの移行経路を考慮した解析モデル 

 

(b) フロー・スタグナント領域を考慮した解析モデル 

図 86 解析モデルの概要(47)に追記 

 

2つの移行経路を考慮した解析モデルは、平行平板モデルの結果を重ね

合わせるもので、注水孔から揚水孔までの移行経路を2つ設定し、それぞ

れの流路長さ、割れ目幅、開口幅の条件を変動させることで、パルスソー

スおよびコンスタントソースの試験結果を同時に満たす条件の探索を行

いました。一方、フロー・スタグナント領域を考慮した解析モデルは、割

れ目表面の凹凸によって形成されたチャンネルに沿った流れが卓越する

領域とそうでない領域を平行平板モデルに表現しています。 

2つの移行経路を考慮した解析モデルによる解析結果の例を図 86に示

します。図 87(a)に示すウラニンの破過曲線において、パルス試験のピ

ーク傾向を1つの割れ目で再現しつつ、もう1つの割れ目で破過曲線*
54F54F54F

55の

テール部の形状を含めて、破過曲線全体の再現を試みましたが、現時点で

パスルソースとコンスタントソースの破過曲線を同時に再現するには至

 
*55：破過曲線とは、トレーサーの濃度の時間変化を示した図のことを言います。 
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りませんでした。一方で、図 87(b)に示すコンスタントソース試験での

Csの破過曲線は、既存の室内試験に基づくCsの実効拡散係数や収着分配

係数を与えた場合には、平成30年度の結果と同様にCsの遅延を過大評価

する結果となりました。そこで、これら実効拡散係数と収着分配係数の室

内試験と原位置試験における試験条件の差異を考慮し、それぞれのパラ

メータをさらに2分の1に設定した場合、Csの破過曲線を概ね再現できる

ことが分かりました。 

 

 

 

(a)ウラニンの破過曲線 (b) Csの破過曲線 

図 87 2 つの移行経路を考慮した解析モデルを用いた解析結果(47) 

 

フロー・スタグナント領域を考慮した解析モデルによる解析結果の例

を図 87に示します。 

平成30年度に実施した平行平板モデルでの解析結果(
94F94F104F104F104F

48)と比較すると

パルス・コンスタントソースにおける破過曲線には大きな違いがない（図 

88(a)、(b)の比較、および(c)、(d)の比較）ことがわかりました。一方、

割れ目表面のトレーサー濃度分布については、すべての実測値がフロー

領域における濃度分布とスタグナント領域の濃度分布の解析結果の間に

プロットされていることがわかります（図 88(e)、(f)の比較）。今回試験

対象とした割れ目中の移行は移流が支配的であるとともに、複雑な経路

をたどってトレーサーが移行している可能性があります。今回の解析結

果ではスタグナント領域の濃度分布よりも実測値の濃度が高いとともに、

注水孔から濃度分析地点を結んだ最短距離をトレーサーが移流によって

移行した場合の濃度分布よりも実測値が低いことから、フロー・スタグナ

ント領域を考慮したモデルにより、トレーサーの移行経路の不均質性に

時間 [分] 時間 [分] 
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起因するトレーサーの挙動を表現できる可能性が示唆されました。 

今後は、Cs以外のトレーサーを含めたコンスタントソース試験および

パルスソース試験の破過曲線、各トレーサーの移行パラメータや回収率、

割れ目表面のCs濃度分布の一連のデータセットに対し、モデル・パラメー

タの最適化とその妥当性の確認を行っていく予定です。 
 

  

(a)ウラニン試験の破過曲線 (b)ウラニン試験の破過曲線 

 

 

(c)Cs コンスタント試験の破過曲線 (d)Cs コンスタント試験の破過曲線 

 

 

(e)Cs 濃度分布 (f)Cs 濃度分布 

図 88 フロー・スタグナント領域を考慮した解析モデルを用いた割

れ目中トレーサー試験のウラニンおよび Cs の解析結果(47)に追記 

（左：平成 30 年度の解析結果、右：令和元年度の解析結果） 
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5. 地下施設の維持管理 

5.1 地下施設の維持管理 

令和元年度は、引き続き維持管理業務として、地下施設の機械設備や電

気設備の点検保守および設備の更新（中央監視装置）などを行い、地下施

設の安全確保に努めました（写真 9）。また、平成31年4月9日に発生した

火災については、原因究明の結果、電気ケーブル巻上機の誤作動により接

続端子が破断して火花が発生、プラスチック製端子ボックスに引火した

ものと判断されました。この再発防止策として、電気ケーブル巻上機が誤

作動しないように、設備を改造するとともに点検項目の追加や頻度を上

げる等の対策を行いました。 

 

  
写真 9 設備の点検および更新状況 

 

5.2 掘削土(ズリ)の管理 

地下施設の建設により発生した掘削土（ズリ）には重金属などが含まれ

ていますが、自然由来であることから土壌汚染対策法の適用外となって

います。しかし、幌延深地層研究センターでは、周辺環境の保全に万全を

期すため、土壌汚染対策法に準拠した管理を行っています。具体的には、

対象となる物質が土壌汚染対策法に定める範囲内であることを確認する

ため、掘削土（ズリ）について建設現場における簡易分析と公的機関によ

る詳細な分析（以下、「公定分析」という。）を実施し、同法に準じた適切

な管理のもと掘削土（ズリ）置場へ搬入し、保管しています（写真 10）。 

掘削土（ズリ）置場は、土壌汚染対策法の遮水工封じ込め型に準じた二重

遮水シート構造（図 89）となっています。 
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写真 10 掘削土（ズリ）置場 

 

 
図 89 掘削土（ズリ）置場の構造 

 

5.3 排水の管理 

地下施設からの排出水と掘削土（ズリ）置場に設置している浸出水調整

池の浸出水については、硝酸性窒素処理設備、濁水処理設備、脱ホウ素設

備、脱窒素設備、揚水設備から構成される排水処理設備（写真 11）で処

理を行っています。処理済排水は、排水基準値を超過していないことを確

認した後、排水管路を通じて天塩川へ放流しています。 

地下施設からの排水の公定分析結果については、「6.1（2）地下施設か

らの排水の水質調査結果」に示します。 
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硝酸性窒素処理設備 濁水処理設備 

  

脱ホウ素設備(1号機) 脱ホウ素設備(2号機) 

  

脱窒素設備 揚水設備 

写真 11 排水処理設備 
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6. 環境調査 

令和元年度は、平成 30 年度に引き続き、地下施設からの排水などの水

質調査および研究所用地周辺の環境影響調査を実施しました。 

 

6.1 排水量および水質調査結果 

排水処理設備から天塩川へ放流している排水量について監視を行うと

ともに、排水処理前後の水質、天塩川の水質、浄化槽排水の水質につい

て、調査を行っています。また、掘削土（ズリ）置場の周辺環境への影

響を監視するため、清水川および掘削土（ズリ）置場周辺の地下水につ

いても水質調査を行っています。 

なお、水質の分析については、公的な分析資格を持つ民間の会社に委

託しています。幌延深地層研究センターにおける排水系統と各水質調査

の採水地点を図 90 に示します。 
 

 
図 90 排水系統と各水質分析用試料の採取地点 
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(1) 天塩川への排水量 

地下施設からの排出水および掘削土（ズリ）置場の浸出水は、排水処理

設備において処理を行った後、排水管路を通じて天塩川に放流していま

す。 

令和元年度における天塩川への排水量は、表 3に示すとおりです。合

計排水量は、44,956 m3であり、前年度同時期（49,548 m3）の約91 ％で

した。日最大排水量は、降雨により増水した掘削土（ズリ）置場の浸出水

を処理した8月の418 m3が最大値となっており、観測期間を通じて北るも

い漁業協同組合との協定値（750 m3/日）を満足しています。また、月排

水量および日平均排水量についても、降雨により増水した掘削土（ズリ）

置場の浸出水を多く処理した8月が最大となっており、月排水量が5,660 

m3、日平均排水量が182.6 m3でした。 

 

表 3 天塩川への排水量 

*1：北るもい漁業協同組合との協定値は 750 m3/日 

*2：排水量を月の日数で除した値 

*3：各項目の最大値 

年月 月排水量（m3） 日最大排水量（m3）*1 日平均排水量（m3）*2 

平成 31 年 4 月 4,473 359 149.1 

令和元年 5 月 2,894 251 93.4 

令和元年 6 月 2,827 257 94.2 

令和元年 7 月 3,614 303 116.6 

令和元年 8 月 5,660*3 418*3 182.6*3 

令和元年 9 月 3,837 333 127.9 

令和元年 10 月 3,208 302 103.5 

令和元年 11 月 2,827 261 94.2 

令和元年 12 月 4,384 283 141.4 

令和 2年 1 月 3,117 230 100.5 

令和 2年 2 月 2,928 312 101.0 

令和 2年 3 月 5,187 344 167.3 

合 計 44,956 － － 

最大値 5,660 418 182.6 
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(2) 地下施設からの排水の水質調査結果 

地下施設から排出される「立坑の原水」および「掘削土（ズリ）置場浸

出水調整池の原水」については、図 91に示すとおり、濁水処理、脱ホウ

素処理、脱窒素処理（アンモニア性窒素）を行った後、「揚水設備におけ

る処理済排水」として排水管路を通じて天塩川に放流しています。また、

「掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水」については、貯留時に硝化菌

の働きによって生成される硝酸性窒素についても処理を行っています。

これらの排水については、排水処理の前と後で定期的（原則1回/月）に水

質調査を実施しています。 

令和元年度における水質調査結果は、表 4に示すとおり、排水基準を

超える処理済排水はありませんでした。 

 

 
図 91 地下施設からの排水の処理フローと試料採取点 
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表 4 地下施設からの排水にかかる水質調査結果 

分析項目*1 採水地点*2 

過年度 前年度 令和元年度 
（参考値） 

水質汚濁防止法 

排水基準 
平成18年12月 

～平成30年3月 

平成30年4月 

～平成31年3月 

平成31年4月 

～令和2年3月 

カドミウム 

（mg/L） 

立坑の原水 <0.01 <0.01 <0.01 

0.03 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水 <0.01 <0.01 <0.01 

揚水設備における処理済排水 <0.01 <0.01 <0.01 

ヒ素 

（mg/L） 

立坑の原水 <0.01～0.08 <0.01 <0.01 

0.1 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水 <0.01～0.02 <0.01 <0.01 

揚水設備における処理済排水 <0.01～0.02 <0.01 <0.01 

セレン 

（mg/L） 

立坑の原水 <0.01～0.02 <0.01 <0.01 

0.1 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水 <0.01～0.04 <0.01～0.01 <0.01～0.01 

揚水設備における処理済排水 <0.01 <0.01 <0.01 

フッ素 

（mg/L） 

立坑の原水 <0.8～3.5 <0.8～1.5 <0.8 

8 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水 <0.8 <0.8 <0.8 

揚水設備における処理済排水 <0.8～1.6 <0.8 <0.8 

ホウ素 

（mg/L） 

立坑の原水 <0.1～160 64～83 57～80 

10 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水 <0.1～37 0.3～6.2 2.4～6.2 

揚水設備における処理済排水 <0.1～3.0 0.1～1.2 0.2～2.2 

全窒素 

（mg/L） 

立坑の原水 0.41～117 59～79 55～90 120 

（日間平均

60） 

掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水 3.0～150 3.0～39 18～35 

揚水設備における処理済排水 0.60～48 8.9～21 6.2～21 

全アンモニア

（mg/L） 

立坑の原水 0.12～110 44～62 30～61 

－ 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水 0.12～22 0.20～1.5 0.27～1.1 

揚水設備における処理済排水 <0.05～6.8 <0.05 <0.05 

pH 

立坑の原水 7.5～9.5 8.1～8.3 8.1～8.2 

5.8～8.6 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水 6.7～8.7 7.0～8.4 7.2～7.8 

揚水設備における処理済排水 6.9～8.6 7.3～8.2 7.4～7.9 

浮遊物質量 

（mg/L） 

立坑の原水 4～580 6～290 6～130 200 

（日間平均

150） 

掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水 1～170 1～8 3～6 

揚水設備における処理済排水 <1～9 <1～2 <1 

塩化物 

イオン 

（mg/L） 

立坑の原水 20～4,300 3,300～4,200 2,500～3,900 

－ 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水 10～1,500 16～220 77～170 

揚水設備における処理済排水 38～4,700 2,200～4,300 1,500～4,000 

*1：主な分析項目を抜粋 

*2：採水地点は図 91 参照 
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(3) 天塩川の水質調査結果 

地下施設からの排水の放流先である天塩川の採水地点（図 92）におい

て、定期的（原則1回/月）に採水し（写真 12）、水質調査を実施していま

す。 

令和元年度における調査結果は、表 5に示すとおりです。浮遊物質量

について、北るもい漁業協同組合との協定値（20 mg/L）を超過した時期

（5月、9月）がありましたが、放流口の上流側（B2）においても同程度の

高い値を示しており、同日に採取した揚水設備における処理済排水の浮

遊物質量は低い値（<1 mg/L）であることから、地下施設からの排水の影

響ではなく、融雪や降雨などに伴う自然的な要因によるものと考えられ

ます。その他の調査項目については、協定値の範囲内であることから天塩

川に影響を与えていないものと判断しています。 

 

 
図 92 天塩川の調査地点 

 

   
写真 12 天塩川の採水状況  

放流口 

B3 

（放流口から 1km 下流） 

B1 
天塩大橋 

排水管路 

B2 

（放流口から 1km 上流） 

至 幌延市街 

至 天塩市街 

 ：採水地点 
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表 5 天塩川の水質調査結果 

*1：主な分析項目を抜粋 

*2：採水地点は図 92 参照、表層（水面下 0.1m 付近）、中層（塩水層と淡水層の間もしくは 1/2 深度）、深層（川床上 1m 付近） 

*3：北るもい漁業協同組合との確認により、放流口下流 1km（B3）地点の値 

分析項目*1 
採水 

地点*2 

過年度 令和元年度  

平成18年6月 

～平成18年11月 

（放流前） 

平成18年12月 

～平成31年3月 

（放流後） 

平成31年4月 

～令和2年3月 

北るもい 

漁業協同組合

協定値 

ホウ素 

（㎎/L） 

B1 

表層 <0.02～0.04 <0.01～0.35 <0.01～0.18 

5 

中層 － <0.01～3.5 <0.01～0.95 

深層 <0.02～3.35 <0.01～4.9 <0.01～4.6 

B2 
表層 <0.02～0.04 <0.01～0.27 <0.01～0.14 

中層 － <0.01～3.7 <0.01～0.86 

深層 <0.02～3.28 <0.01～5.0 <0.01～4.6 

B3 
表層 <0.02～0.07 <0.01～0.28 <0.01～0.18 

中層 － <0.01～2.5 <0.01～1.0 

深層 <0.02～1.03 <0.01～4.6 0.01～4.7 

全窒素 

（㎎/L） 

B1 

表層 0.37～1.06 0.11～2.2 0.33～1.0 

20 

中層 － 0.15～2.1 0.40～0.97 

深層 0.42～1.50 0.15～6.5 0.28～0.97 

B2 
表層 0.37～1.14 0.14～2.2 0.32～1.0 

中層 － 0.15～2.3 0.32～1.0 

深層 0.4～1.16 0.16～2.3 0.33～0.99 

B3 
表層 0.4～1.31 0.16～2.2 0.31～0.99 

中層 － 0.11～2.3 0.33～0.99 

深層 0.49～1.24 0.16～2.3 0.25～0.98 

全アンモニア 

（㎎/L） 

B1 

表層 － <0.05～0.83 <0.05～0.06 

2＊3 

中層 － <0.05～0.92 <0.05～0.07 

深層 － <0.05～0.85 <0.05～0.17 

B2 
表層 <0.01～0.13 <0.05～0.89 <0.05～0.06 

中層 － <0.05～0.76 <0.05～0.05 

深層 0.01～0.35 <0.05～0.85 <0.05～0.05 

B3 
表層 0.01～0.21 <0.05～0.89 <0.05～0.06 

中層 － <0.05～0.90 <0.05～0.05 

深層 0.02～0.17 <0.05～0.96 <0.05～0.06 

pH 

B1 

表層 7.1～7.4 6.4～7.7 7.0～7.8 

5.8～8.6 

中層 － 6.5～7.6 7.0～7.7 

深層 7.0～7.6 6.5～8.0 7.1～7.8 

B2 
表層 7.1～7.4 6.6～7.9 6.8～7.9 

中層 － 6.5～7.6 6.9～7.9 

深層 7.2～7.6 6.6～8.0 7.0～7.8 

B3 
表層 7.0～7.6 6.6～7.9 7.2～7.7 

中層 － 6.6～7.6 7.2～7.7 

深層 7.1～7.4 6.6～8.0 7.2～7.9 

浮遊物質量 

（㎎/L） 

B1 

表層 3～34 <1～360 <1～45 

20 

中層 － <1～390 <1～46 

深層 6～86 <1～400 1～46 

B2 
表層 3～36 <1～390 <1～42 

中層 － <1～400 <1～50 

深層 5～47 <1～460 <1～50 

B3 

表層 3～35 <1～420 <1～43 

中層 － <1～460 <1～56 

深層 5～49 <1～650 <1～54 
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(4) 掘削土（ズリ）置場周辺の地下水の水質調査結果 

地下施設の建設により発生した掘削土（ズリ）は、二重に遮水された掘

削土（ズリ）置場で管理していますが、遮水された外側となる掘削土（ズ

リ）置場周辺への影響を監視するため、図 93に示す調査地点において、

観測用のボーリング孔から地下水を定期的（原則4回/年）に採水し（写真 

13）、水質調査を実施しています。 

令和元年度における調査結果は、表 6に示すとおり、これまでの調査

結果と同等であることから、掘削土（ズリ）置場が周辺環境に影響を与え

ていないものと判断しています。 

 

 
図 93 掘削土（ズリ）置場周辺の地下水の採水地点 

 

    
写真 13 掘削土（ズリ）置場周辺の地下水の採水状況（A1～A4） 
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表 6 掘削土(ズリ)置場周辺の地下水の水質調査結果 

*1：主な分析項目を抜粋 

*2：採水地点は図 93 参照 

 

分析項目*1 
採水 

地点*2 

過年度 令和元年度 

平成18年6月 

～平成19年4月 

掘削土(ズリ) 

搬入前 

平成19年5月 

～平成31年2月 

掘削土(ズリ) 

搬入後 

令和元年 
令和 

2 年 

5 月 8 月 11 月 2 月 

カドミウム 

（㎎/L） 

A1 <0.001～0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A2 <0.001～0.004 <0.001～0.002 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A3 <0.001～0.003 <0.001～0.009 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A4 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

鉛 

（㎎/L） 

A1 <0.005～0.171 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A2 <0.005～0.006 <0.005～0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A3 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A4 <0.005～0.022 <0.005～0.006 <0.005 0.007 <0.005 <0.005 

ヒ素 

（㎎/L） 

A1 <0.005 <0.005～0.012 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A2 <0.005 <0.005～0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A3 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

A4 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

セレン 

（㎎/L） 

A1 <0.002 <0.002～0.005 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

A2 <0.002 <0.002～0.003 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

A3 <0.002 <0.002～0.005 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

A4 <0.002 <0.002～0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

フッ素 

（㎎/L） 

A1 <0.1～0.3 <0.1～0.4 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

A2 <0.1～0.4 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

A3 <0.1～0.2 <0.1～0.3 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

A4 <0.1 <0.1～0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

ホウ素 

（㎎/L） 

A1 19.8～50.7 0.40～63.0 11 11 16 24 

A2 1.29～43.5 0.43～19.0 11 6.2 6.4 14 

A3 12.5～34.0 0.18～41.8 0.55 0.48 2.7 24 

A4 <0.02～0.06 <0.02～0.47 <0.02 0.02 0.40 0.04 

pH 

A1 6.9～7.2 6.3～7.9 6.2 6.1 6.3 6.5 

A2 4.6～6.3 3.7～6.9 6.6 6.3 6.5 6.6 

A3 6.8～7.3 4.2～7.4 6.4 6.2 6.5 6.7 

A4 5.4～6.6 5.0～6.7 5.0 5.0 5.0 5.1 

塩化物 

イオン 

（㎎/L） 

A1 1,810～2,760 79～3,400 950 900 1,000 1700 

A2 147～2,910 23～1,200 680 280 370 890 

A3 631～1,550 27～1,700 32 26 130 940 

A4 9.7～11.9 8.4～17.0 8.8 10 10 14 
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(5) 清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の水質調査結果 

掘削土（ズリ）置場雨水調整池による清水川への影響がないことを確認

するため、図 94に示す清水川の上流（A5）と下流（A7）の2地点および掘

削土（ズリ）置場雨水調整池（A6）において、定期的（原則1回/月）に採

水を行い（写真 14）、水質調査を実施しています。 

令和元年度における調査結果は、表 7に示すとおりです。雨水調整池

（A6）において、微量の鉛（0.007 ㎎/L）が検出されましたが、過去の調

査においても清水川（A7）を含め、同程度の値を検出しており、排水基準

（0.1 ㎎/L）と比べても小さな値であることから、周辺環境への影響は

ないものと判断しています。 
 

 

図 94 清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の採水地点 
 

    

写真 14 清水川の採水状況 
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表 7 清水川および掘削土(ズリ)置場雨水調整池の水質調査結果 

分析項目*1 
採水 

地点*2 

過年度 令和元年度 

平成18年6月 

～平成19年4月 

掘削土(ズリ) 

搬入前 

平成19年5月 

～平成31年3月 

掘削土(ズリ) 

搬入後 

平成31年4月 

～令和2年3月 

カドミウム 

（㎎/L） 

A5 <0.001 <0.001 <0.001 

A6 <0.001～0.001 <0.001～0.002 <0.001 

A7 <0.001 <0.001 <0.001 

鉛 

（㎎/L） 

A5 <0.005 <0.005 <0.005 

A6 <0.005 <0.005～0.006 <0.005～0.007 

A7 <0.005 <0.005～0.008 <0.005 

ヒ素 

（㎎/L） 

A5 <0.005 <0.005～0.006 <0.005 

A6 <0.005～0.011 <0.005～0.015 <0.005 

A7 <0.005 <0.005～0.009 <0.005 

セレン 

（㎎/L） 

A5 <0.002 <0.002～0.002 <0.002 

A6 <0.002 <0.002～0.003 <0.002 

A7 <0.002 <0.002 <0.002 

フッ素 

（㎎/L） 

A5 <0.1～0.1 <0.1～0.2 <0.1 

A6 <0.1～0.7 <0.1～1.1 <0.1～0.1 

A7 <0.1 <0.1～0.3 <0.1 

ホウ素 

（㎎/L） 

A5 0.03～0.25 <0.02～0.44 0.08～0.38 

A6 <0.02～0.09 <0.02～0.43 <0.02～0.21 

A7 0.03～0.30 <0.02～0.42 0.09～0.39 

pH 

A5 6.4～7.1 6.0～7.9 6.3～7.5 

A6 5.8～7.4 5.7～9.1 6.3～8.6 

A7 6.5～7.0 6.1～7.8 6.6～7.1 

浮遊 

物質量 

（㎎/L） 

A5 1～20 <1～66 1～7 

A6 12～173 <1～500 1～50 

A7 1～11 <1～270 1～9 

塩化物 

イオン 

（㎎/L） 

A5 14.4～30.5 7.2～70 11～43 

A6 5.1～24.7 2.7～269 1.7～37 

A7 15.6～28.7 8.1～100 16～49 

*1：主な分析項目を抜粋 

*2：採水地点は図 94 参照 
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(6) 浄化槽排水の水質調査結果 

研究所用地から排出される生活排水による環境への影響を監視するた

め、研究管理棟および地下施設現場事務所の浄化槽の排水について、定期

的（原則1回/4週）に水質調査を実施しています。 

令和元年度における水質調査結果は、表 8に示すとおり、全ての項目

において協定値を満足しています。 
 

表 8 浄化槽排水の水質調査結果 

分析項目 採水地点 

過年度 令和元年度 
北るもい 

漁業協同組合 

協定値 
平成 18 年 12 月 

～平成 31 年 3 月 

平成 31 年 4 月 

～令和 2年 3月 

pH 

研究管理棟 5.9～7.5 6.1～7.7 

5.8～8.6 
地下施設 

現場事務所 
6.8～7.9 7.1～7.9 

生物化学的 

酸素要求量 

(mg/L) 

研究管理棟 <0.5～17 2.8～10 

20 
地下施設 

現場事務所 
<0.2～28 1.1～11 

浮遊物質

量(mg/L) 

研究管理棟 0.5～10 <1.0～4 

20 
地下施設 

現場事務所 
<1.0～8.0 <1.0～2 

全窒素 

(mg/L) 

研究管理棟 6.6～52 10～29 

60 
地下施設 

現場事務所 
0.2～45 0.3～2.4 

全リン 

(mg/L) 

研究管理棟 0.5～5.0 1.5～3.3 

8 
地下施設 

現場事務所 
<0.1～7.8 <0.1～0.5 

透視度 

(cm) 

研究管理棟 30 30 

30 
地下施設 

現場事務所 
30 30 

大腸菌群数 

(個/mL) 

研究管理棟 0～30 0 

3,000 
地下施設 

現場事務所 
0～2,100 0～130 
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6.2 研究所用地周辺の環境影響調査結果 

研究所用地周辺の環境影響調査として、図 95に示す地点にて清水川の

水質および魚類を対象に調査を実施しています。令和元年度における各

調査結果は、これまでと比較して大きな変化がないことを確認していま

す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 95 環境調査実施場所 
  

至 豊富市街 

至 幌延市街 

 ：採水地点 

幌延深地層研究センター 

No.1 

No.2 

St.3 

St.2 

St.1 

 ：魚類調査範囲(St.1～3) 

トナカイ 

観光牧場 

掘削土（ズリ）置場 
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(1) 清水川の水質調査結果 

清水川の2地点において、定期的（原則4回/年）に採水を行い（写真 15）、

水質調査を実施しています。本調査は、清水川および掘削土（ズリ）置場

雨水調整池の水質調査結果と別に、「水質汚濁に係る環境基準」に準拠し

て実施しているものです。 

令和元年度における調査結果は、表 9に示すとおりです。これまでと

比較して大きな変化がないことを確認しています。 

 

   
写真 15 清水川の水質調査 

 

表 9 清水川の水質調査結果 

分析項目*1 採水地点*2 

過年度 令和元年度 

平成14年8月 
～平成31年2月 

令和元年 令和 2 年 

6 月 9 月 11 月 2 月 

pH 
No.1 6.3～7.9 7.4 6.6 7.1 6.8 

No.2 6.4～7.7 7.0 6.8 6.9 6.7 

生物化学的 

酸素要求量

（㎎/L） 

No.1 <0.5～62 7.3 0.8 3.7 0.8 

No.2 <0.5～10.0 2.1 1.5 5.9 1.9 

浮遊物質量 

(㎎/L) 

No.1 1～70 2 2 6 1 

No.2 <1～69 2 4 9 2 

溶存酸素量 

(㎎/L) 

No.1 6.6～13.9 8.4 9.8 9.5 12.8 

No.2 5.5～12.5 8.0 8.5 7.5 8.6 

*1：主な分析項目のみを抜粋 

*2：採水地点は図 95 参照 
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(2) 魚類の調査結果 

清水川において、定期的（原則3回/年（春・夏・秋））に生息魚類の調

査を行っています（写真 16）。調査は、St.1～St.3の3箇所で実施してい

ます。 

令和元年度における調査結果は、これまでと大きな変化は認められま

せんでした。重要種としては、表 10に示すとおり、スナヤツメ、エゾウ

グイ、エゾホトケドジョウ、サクラマス（ヤマメ）、エゾトミヨ、ハナカ

ジカの6種が確認されました。 

 
 

 
写真 16 生息魚類調査 

 

表 10 確認された重要種（魚類） 

目 科 種 
選定根拠*1 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 

ヤツメウナギ ヤツメウナギ スナヤツメ北方種   VU  希   

コイ コイ エゾウグイ    N    

〃 ドジョウ エゾホトケドジョウ   EN En    

サケ サケ サクラマス（ヤマメ）   NT N 減   

トゲウオ トゲウオ エゾトミヨ   VU Nt   ○ 

カサゴ カジカ ハナカジカ    N    

*1：重要種の選定根拠 

①：「文化財保護法」（昭和 25 年 法律第 214 号）に基づく天然記念物および特別天然記念物 

②：「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（平成 4 年 法律第 75 号）に基づく野生動植物種 

③：「環境省レッドリスト 2017【汽水・淡水魚類】」（環境省 2019 年）の記載種 

EN：絶滅危惧 IB 類  VU：絶滅危惧Ⅱ類  NT：準絶滅危惧 

④：「北海道レッドリスト【魚類編（淡水・汽水）】改訂版（2018 年）」（北海道 平成 30 年）の記載種  

   En：絶滅危惧 IB 類  Nt：準絶滅危惧 N：留意 

⑤：「日本の希少な野生水生生物に関するデータブック（水産庁編）」（日本水産資源保護協会 1998 年）の記載種 

⑥：「緑の国勢調査－自然環境保全調査報告書－」（環境庁 昭和 51 年）に基づく選定種 

⑦：「第 2 回自然環境保全基礎調査報告書（緑の国勢調査）」（環境庁 昭和 57 年）に基づく選定種  

○：調査対象種 

  ※③、④については、レッドリストの更新に伴い出典が変更となっている。 
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7. 安全確保の取組み 

安全確保の取組みとして、直営作業、請負作業、共同研究作業において

は、作業の計画段階からリスクアセスメント評価を実施し、安全対策の妥

当性の確認や改善に努めました。 

そのほか、所長や保安・建設課などによる定期的な安全パトロールを実

施し、現場の安全確認や改善などに努めました（写真 17）。 

さらに、新規配属者や請負作業・共同研究作業の責任者などに対して安

全教育を実施したほか、全国安全週間などの機会を捉えて、従業員のみな

らず請負企業も含めた安全行事に積極的に取り組むなど、安全意識の高

揚に努めました（写真 18）。 

 

 
写真 17 安全パトロールの状況 

 

 
写真 18 安全行事の状況（安全大会） 
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8. 開かれた研究 

幌延深地層研究計画で実施する地下深部を対象とした研究は、国内外

の研究機関との共同研究や研究協力をはじめ、広く関連する専門家の参

加を得て進めています。令和元年度に実施した主な研究協力は以下のと

おりです。 

 

8.1 国内機関との研究協力 

8.1.1 大学との研究協力 

東京大学 

地下深部に生息するメタン酸化機能を有する微生物生態系が地下水や

岩石などの性質に与える影響を評価する手法開発を目的として、地下施

設の深度140m調査坑道から掘削されたボーリング孔を用いて地下水中の

微生物を採取しました。採取した試料を用いて、東京大学において地下深

部の環境を模擬した高圧培養実験を実施し、微生物によるメタン酸化速

度を測定しました。今後は、実験を継続し、メタン酸化微生物による酸化

剤の利用選択性や代謝速度を調べ、メタン酸化機能を有する微生物生態

系が地下深部環境における放射性核種の物質移行に与える影響について

考察していきます。 

また、地下深部の原位置における微生物生態系の生息環境を詳細に調

べるため、冷凍保存された岩石コア試料を用いて薄片を作成し、蛍光染料

を用いて微生物細胞を染色することで、岩石中のどのような箇所で微生

物が活動しているのかを調べました。今後は、微生物の存在箇所における

岩石の元素組成や鉱物組成を調べていきます。 

また、堆積軟岩の坑道掘削時や長期的な変形挙動、岩盤内部の水分状態

変化による強度・剛性変化および変形挙動などの評価手法の確立を目的

とした共同研究を実施しています。 

平成29年度と平成30年度の2年間の共同研究において、これまでに得ら

れている過去の研究成果を改めて分析・評価し、堆積軟岩に特有な特性を

明らかにするための研究アプローチを提示しました。具体的には、平成28

年度に実施したX線CTスキャナによる内部の観察結果を踏まえて、これま

で解釈が困難であった、堆積軟岩に特徴的な時間依存性や水分依存性の
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挙動を解明するための研究アプローチを提示しました。 

 

京都大学、東北大学 

地下水中の微量元素と微小な物質（コロイド・有機物・微生物）との相

互作用に関わる現象の理解の向上のため、平成30年度に、深度250mおよび

350m調査坑道から得られた地下水試料に微量元素を添加する実験を実施

しました。添加後の地下水試料をフィルタでろ過し、ろ液およびフィルタ

を分析することで、地下水中に微量に存在する有機物などとの相互作用

を調べました。令和元年度は、同様の追試を実施し、実験結果の確からし

さを確認しました。その結果、希土類元素は原子番号が大きくなるほど地

下水中の濃度が減少する結果が得られました。幌延の地下水中では、添加

した希土類元素はリン酸塩などの鉱物を形成している可能性が分かりま

した。また、これまでの共同研究成果を基に、日本学術振興会の運営する

科学研究費助成事業に応募・採択され、基盤研究（B）として「深部地下

水環境での長半減期核種の移行を支配する物質の解明」に取り組んでい

ます。 

高レベル放射性廃棄物に含まれる長半減期核種である3価アクチニド

は、天然には存在しないため、堆積岩地域の地下深部における3価アクチ

ニドの挙動の理解をするためには、3価アクチニドと挙動が似ている希土

類元素の挙動を調べることが有効になります。そこで、深度250mおよび

350m調査坑道から掘削されたボーリング孔を利用して、地下水試料およ

び岩石試料を採取しました。地下施設内においてボーリング孔から直接、

酸素と触れることなく地下水をろ過し、また、実験室に設置してあるグロ

ーブボックスを用いて、酸素と触れることなく岩石試料を粉砕しました。

今後は、これらの試料を用いて希土類元素濃度の測定や、溶出試験などを

実施する予定です。 

 

東京工業大学、サンコーコンサルタント 

深度 250m 調査坑道において、坑道掘削後から定期的に実施してきた弾

性波トモグラフィ調査のデータを活用して、坑道周辺の詳細な速度分布

の把握と長期間にわたる弾性波速度の変化から将来の掘削影響領域の挙
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動の把握を目標とした解析技術の開発を行いました。 

令和元年度は、統計科学や機械学習の分野で発達してきたスパースモ

デリングという手法を弾性波トモグラフィ調査結果の解析に応用し、従

来の手法よりも高解像度な速度構造を求める技術の開発を行いました。 

 

関西学院大学 

幌延地域の地下深部で想定される地下水の流れが非常に遅い場を対象

に、岩石や地下水中に存在する天然ウランの放射平衡/非平衡の関係を基

に、長期（〜100万年程度）にわたる地下水流動評価の可能性の検討を目

的として、試料中に含まれる極微量のウランの放射能比の測定法の確立

を行いました。また、確立した測定法を用いて、地下施設を利用して採取

した地下水や、地下施設掘削時に得られた炭酸塩脈中の234U/238U放射能比

の測定を試みました。その結果、地下水中の234U/238U放射能比は平衡に達

していない一方で、炭酸塩脈中の234U/238U放射能比は平衡に近い値を示す

ことが分かりました。今後は、得られた結果について、本地域の地史を考

慮しながら考察を行う予定です。 

 

山口大学、地層科学研究所 

これまで、坑道掘削時の支保工の応力変化に対しては、実施設計や坑道

掘削を想定した解析的検討などによって、定量的な評価がなされてきた

ものの、岩盤挙動に関する定量的評価までには至っていませんでした。そ

の要因の1つは、掘削に伴う地下水挙動の変化が岩盤の変形挙動に及ぼす

影響を無視できないためと考えられていました。そこで本共同研究では、

立坑および水平坑道の掘削時に取得した計測データに基づき水理－力学

連成解析による数値シミュレーションを実施し、掘削時の岩盤・地下水挙

動の予測への適用性を評価することを目的としました。令和元年度は、立

坑および水平坑道掘削時に取得した支保工応力や岩盤変位の計測結果、

湧水量のデータ、幌延深地層研究センター周辺のボーリング孔で取得さ

れた間隙水圧計測結果、水理試験結果等を整理し、立坑の掘削を模擬した

三次元的な試解析を実施しました。 
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8.1.2 その他の機関との研究協力 

幌延地圏環境研究所 

両機関の試験設備を活用した研究協力として、堆積岩の地下深部の微

生物の生態系の把握および地下施設の建設に伴う生態系への影響などの

調査、および新規微生物の探索や取得等を目的として、これまでに地下施

設を利用して微生物に関するデータを取得してきました。平成30年度は、

地下施設のボーリング孔から大気に触れることなく地下水中の微生物を

ろ紙上にろ過採取しました。令和元年度は、平成30年度に採取した微生物

試料を用いて発酵性微生物を分離培養し、その機能を解析しました。その

結果、新規発酵性微生物の単離に成功し、その新規発酵性微生物が、現在

も地下環境で生息しており、炭素および鉄循環に寄与している可能性が

示唆されました(
95F95F105F105F105F

49)。 

今後は、同一の新規発酵性微生物の生息深度を調べるとともに、地質環

境などとの関連性について考察していきます。また、ここで得られた成果

は、主に幌延地圏環境研究所が実施する地下深部における微生物の活動

に関する調査研究に活用しています。 

 

原子力環境整備促進・資金管理センター 

地下環境での人工バリアの搬送定置・回収技術に関する研究について

共同研究を実施しました。 

地層処分実規模試験施設は、地層処分概念とその工学的な実現性や人

工バリアの長期挙動を実感・体感できる地上設備を利用し、人工バリアの

搬送・定置に係る操業技術や長期挙動などの工学技術に関する研究を行

うものです。 

令和元年度は、4.1.3 でも述べたように、地層処分実規模試験施設にお

いて緩衝材の定置試験を実施し、その様子を公開するとともに、緩衝材が

膨潤して隙間が閉塞される過程を観察できる装置を用いた浸潤試験を継

続しました。搬送定置・回収技術に関する研究では、地下での実証試験と

して、模擬 PEM と坑道との隙間を充填した粘土系材料を除去し、模擬 PEM

を回収する試験を行い、その装置や手法の適用性を確認しました。 
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産業技術総合研究所 

地下深部における長期的な放射性核種の移行挙動に関わる岩盤の水理

特性および化学特性の調査解析技術の高度化を目的として、堆積岩地域

における地下水流動・物質移行に関する研究を実施しました。令和元年度

は、岩盤力学モデルと水理モデルの連成モデルを構築するために、力学特

性および水理特性の評価における知見を取得することを目的とした坑道

掘削による応力解放と水理特性変化を模擬した試験を実施しました。ま

た、モデル化にあたり、掘削影響による応力再配分や既存の割れ目などが

水理特性変化に与える影響について検討し、課題の抽出・整理を行いまし

た。今後は、力学・水理連成モデルに必要な物性を室内岩石実験によって

拡充し、より高度なモデル化を実施する予定です。 

また、沿岸域の帯水層の特性や深部地下水の挙動を把握するための調

査・解析技術の高度化を目的として、幌延町浜里地区に掘削されたボーリ

ング孔（DD-2 孔：100 m）の最深部において、高精度の注揚水試験システ

ムによる試験（プッシュプル試験）を実施しました。試験区間の帯水層は

被圧しており、透水係数は 1.3～3.3×10-5 m/s でした。試験結果より、

深度 100 m 程度と浅層の領域の地下水の流速が年間 0.05 m 以下と極めて

遅いことが推定されました。また、この地下水は氷期の降水を起源として

おり、浜里海底下の地下水が長期的に滞留状態にあったことが示唆され

ます。今後は得られた結果に対して詳細な解析を進めるとともに、より深

層の領域や亀裂性岩盤などを対象とした注揚水試験の実施を検討中です。 

 

電力中央研究所 

地下施設建設時に周辺地質環境の初期状態と建設に伴う変化を観測し、

施設建設に関わる影響領域の空間分布とその経時変化、変化のプロセス

に関わる基礎的知見を得ることが重要であることから、地下施設建設時

の坑道掘削影響領域の調査技術の高度化を図ることを目的として、継続

的に共同研究を実施してきています。令和元年度は平成 30 年度までに引

き続き、坑道掘削に伴う周辺岩盤への力学的な影響を把握するための調

査として、深度 140m、250m の調査坑道において比抵抗トモグラフィや弾

性波トモグラフィを継続して行いました。また、3.1.2(3)で述べたように、
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物理探査で得られた坑道周辺の地下水の飽和度の違いに着目し、気液二

相流に関する数値解析による地下水の不飽和領域の形成要因について検

討しました(20)。今後も、実測データの拡充および数値解析を活用した解

釈などを通して、坑道周辺の不飽和領域の形成メカニズムの解明に取り

組みます。 

 

国立環境研究所 

深部地下水中に溶存する有機物の特性評価ならびに調査解析手法の開

発を目的として、国立環境研究所との共同研究を実施しました。令和元年

度は、地下水中の有機物をその性質に応じて分画しました。また、地下水

中に含まれる、微生物によって分解されにくい有機物（難分解性有機物）

の特性を評価するための室内試験にも着手しました。今後は、分離された

各有機物成分の特性評価を進めていくとともに、室内試験の結果の評価

や試験方法の改良も実施する予定です。 

 

8.2 国外機関との研究協力 

モンテリ・プロジェクト*
46F46F55F55F55F

56 

国際共同研究のモンテリ・プロジェクトで実施されている各種試験の

うち、原子力機構は「オパリナス粘土の摩擦特性に関する室内試験」に参

加しています。令和元年度は、断層すべり、間隙水圧、流体化学および流

体移動間の複合的な関係を評価するための試験が継続されました。これ

らの試験で得られた成果は、地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

などに反映していきます。 

 

上記のほか、クレイクラブ（Clay Club）*
47F47F56F56F56F

57定例会合（令和元年9月）に

出席し、諸外国や日本における堆積岩を対象とした研究の進捗状況につ

いて情報交換を行いました。  

 
*56:堆積岩を対象とした地層処分研究に関する国際共同研究です。原子力機構を含め9ヶ国から21機関が参加し、

スイスのモンテリ・トンネル内において地層処分に関連する各種の原位置試験が実施されています。 

*57：Clay Clubは、経済協力開発機構 原子力機関（OECD/NEA）の放射性廃棄物管理委員会の下に置かれたプロジ

ェクトのひとつです。地層処分の実施・規制・研究機関を中心とした組織であり、様々な粘土質媒体の特性の

比較や粘土の物性や挙動および、地下施設で実施される試験に関する技術的かつ科学的情報の交換、さらには、

サイト特性調査技術の詳細な評価を実施しています。 
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